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副会長挨拶
第６６回租税研究大会大阪大会開催にあたり

公益社団法人日本租税研究協会副会長

宇野 郁夫
（日本生命保険相互会社相談役）

本日は，第６６回の租税研究大会に，多数の皆
様と講師の方々にご参加頂きまして誠に有難う
ございます。
特に，財務省の藤井審議官，総務省の青木審

議官には，業務ご多忙の中，午後の討論会にお
きましてパネリストをお務め頂きます。心より
御礼申し上げます。また，皆様方には，常日頃，
当協会の事業活動につきましてご支援・ご協力
を頂いておりまして，この場をお借りして，改
めまして厚く感謝申し上げます。
さて，安倍政権発足以来，日本経済は，現在，

ようやくデフレ脱却と再生の実現に向けて着実
に前進しようとしております。今後，これを確
実なものとするためには，長年にわたる構造問
題の核心部分を真正面からみつめ，勇気をもっ
てこれを改革していく，実践力こそが大事であ
ると思っています。
いつも申し上げることではございますが，当

協会では，長年，民間の中立的な立場から税・
財政の問題を調査・研究し，中長期的な課題を
含めあるべき税制改革について提言を行ってき
ております。
わが国社会の将来像を信頼できる形にしてい

くための鍵は，大きくわけて２つあると考えて
おります。
もうご承知のとおりのことではございますけ

れども，１つ目は何よりも「経済活力の強化」
でございます。そしてその基軸となる「企業」
の活力の向上でございます。企業収益の拡大は，

雇用環境を改善し，所得・配当を増大させ，そ
の結果，消費や投資が促進され，それが更に，
企業収益の再拡大につながり，成長に向けた良
循環を生み出します。
政府は，今年６月に公表した「経済財政運営

と改革の基本方針２０１４」（骨太方針）において，
「法人実効税率を数年で２０％台まで引き下げる
ことを目指す」と明言しました。これは，日本
の立地競争力，日本企業の国際競争力の強化を
図るのを強く意図したものでありますが，単純
に税率を引き下げるだけでは効果は望めません。
企業の革新的な投資意欲を高め，イノベーショ
ンの創出を促す措置を併せて検討していく必要
がございます。
２つ目は「安定財源の確保」，すなわち，財

政健全化の推進でございます。わが国の長期債
務残高は，今年度末には１，０１０兆円，対ＧＤＰ
比で２０２％に達するなど，歴史的にも国際的に
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も前例を見ない常軌を逸した最悪の水準でござ
います。財政健全化に向けては，「２０１５年プラ
イマリーバランス赤字の対ＧＤＰ比半減，２０２０
年プライマリーバランス黒字化」という国際公
約を目標に掲げております。しかし，わが国は，
内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」の
中でも，２０２０年度黒字化の道筋は描けておりま
せん。早急に，黒字化のための具体的な取り組
みや道筋を，国民や国際社会に明示し，確実に
実行していかなければなりません。
この実行への確信を持てない限り，国民は明

るい国家の将来像を描くことはできず，国民の
自己犠牲を前提とした国家再生への道は，初手
から望むべくもないと考えます。
財政悪化の最大の要因である社会保障制度改

革をはじめ，徹底した歳出削減を進めるととも
に，新たな税収の確保を通じた歳入増も必要で
ございます。消費税率１０％への引き上げ問題も
わかり切ったことでございます。税制抜本改革
法の通り，引き上げの実施を決断するだけであ
ると考えます。
消費税率を上げれば消費が減る，といった

「いいわけ」は，消費税率を着実に引き上げて
きた欧米各国とも，全く同じ条件下におかれた
問題です。今，求められるのは，国家の将来に
対する良心と，勇気ある決断力のみである，と
私は考えます。それだけに，次世代への借金の
ツケは確実に減らしていっているという，執念
の実績を明確に積み上げていくべきであろうと
思います。
本日の大阪大会におきましては，午前は，谷

口教授よりご報告をいただきました。午後から
は，「税制改革を巡る現状と課題」をテーマに，
討論会を予定しております。ご担当頂くのは，
税制・財政に精通された先生ばかりでございま
す。午前に引き続き，大変有意義なお話を伺え
るものと考えております。是非，午後のプログ
ラムについても，ご清聴頂きますよう宜しくお
願い申し上げます。
最後になりましたが，本日ご出席の皆様方の，

益々のご発展をお祈り申し上げますとともに，
当協会の活動に，今後ともご支援・ご協力を頂
きますよう，切にお願い申し上げまして，私の
挨拶とさせて頂きます。有難うございました。
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討論会 １０月１日�・午後

総務省大臣官房審議官 青木 信之
神戸大学大学院法学研究科准教授 神山 弘行

財務省大臣官房審議官 藤井 健志
京都産業大学大学院経済学研究科准教授 八塩 裕之

司会 関西学院大学経済学部教授 林 宜嗣

●参加者（五十音順）

税制改革を巡る現状と課題

討論中に言及されている資料は、巻末「資料編１頁～６７頁」に掲載されています。
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はじめに

（林） 今日は，税制の問題を幅広に取り上げ，
活発な御議論をお願いしたいと思っております。
ただ，税の問題というのは非常に悩ましいもの
でして，できれば負担は少ない方がいい。しか
も，よりよい税制を構築するためには，公平・
中立・簡素といった租税原則を満たさなければ
なりませんが，租税原則の間にトレード・オフ
の関係が生まれたりします。従って，場合によ
っては価値判断を織り込ませなければいけない
というような問題も出てまいります。
このように，悩ましい問題を抱える税制です

が，やはりソフト・インフラとしての税制が日
本の経済社会を今後大きく左右することを考え
ますと，今，宇野副会長も指摘されたような大
きな構造問題を解決するための税制を，一刻も
早く構築していかなければなりません。そして，
改革に対して出てくるさまざまな障害があると
するならば，その障害をどのようにして取り除
いていけばいいのかといったことも，税制改革
の大きな課題ではないかと思います
今日の討論は２時間の時間を頂いております。

前半部分で，総論の議論を展開したいと思いま
す。そして，後半部分で各論と考えています。
総論部分では，国の財政，地方の財政も含めた
さまざまな課題についてもご提示いただきたい
と思います。財務，総務の両省からは詳細な資
料も頂いておりますが，時間の都合で十分なご
説明を頂けないかもしれません。その節はお許
しいただきたいと思います。
その後，京都産業大学の八塩先生，神戸大学

の神山先生から，自説あるいは質問を展開して
いただければと思っています。
それでは，第１ステージとして，まず財務省

の藤井審議官に，財政と税制改革の現状をお話
しいただきます。
―――――――――――――――――――――

Ⅰ．最近の経済・財政情勢

（藤井） 財務省主税局審議官の藤井でござい
ます。よろしくお願いいたします。まず，私の
方から，お手元の「最近の経済・財政情勢」と
いう資料を用いまして，昨今の経済状況，財政
状況，税制として何が大きなテーマになってい
るかということについて，概観いたしたいと思
います。

１．全体像

資料①は，現在の経済政策の大まかな全体像
を示しております。
まず，３本の矢の政策，大胆な金融政策など

によりまして，このデフレからの脱却を図り，
持続的な経済成長を実現していくと同時に，財
政健全化を図っていくということです。社会保
障の持続可能性の問題は，財政の持続可能性の
問題とイコールでございますので，「社会保障
と税の一体改革」ということで，財政健全化と
社会保障制度改革による安定化を同時に進めて
いきます。これら，財政や社会保障の問題が，
国債リスクの低下，金利の安定，或いは人々の
将来の安心感ということを醸成いたしまして，
持続的な経済成長につながっていくということ
です。このようなモデルで経済政策を進めてい
るというのが大まかなところでございます。
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２．経済政策

現状を見てみますと，安倍政権における経済
政策（資料②）ということで，基本的に順調に
進んできていると思います。昨年の１０月１日に，
消費税率引上げと経済政策パッケージが決定さ
れました。その後，政労使の合意ということで，
経済の好循環を目指して，賃金というものを正
面から取り上げたわけでございます。その後，
補正予算の成立，そして今年の４月に消費税率
の引上げ，その後，駆け込み需要による反動減
がございました。この夏には，日本再興戦略改
訂ということで，さらに成長戦略を進化させる
ものを策定し，実行段階にあるということでご
ざいます。
資料③をみますと，４―６月期の経済は反動

減が比較的強く出まして，１―３月期が前期比
６％の成長だったものが，４―６月期にはマイ
ナス７．１％になったところでございます。その
後の経過は，民間の４０社ほどの経済予想の平均
によりますと，ご覧のような点線の経路をたど
り回復基調に戻っていくという予想となってい
るところでございます。
資料⑤は，この間に取られましたデフレ脱

却・経済再生に向けた主な予算・税制措置を並
べております。デフレからの脱却を目指しまし
て，特に税制面におきましても，かなり思い切
った施策が展開されています。
左上，雇用・所得・消費の拡大から申し上げ

ますと，２５年度税制改正，２６年度税制改正にお
きまして，所得拡大促進税制の創設・拡充とい
うのが行われたわけでございます。また，復興
特別法人税の１年前倒し廃止が行われました。
消費の拡大を目指しまして，住宅ローン減税の
拡充，それから交際費課税の緩和措置を取って
いるところでございます。
それから，右側，民間投資の活性化，産業の

新陳代謝の促進ということで，設備投資の拡大
のための税制，２５年度，２６年度で新たな制度を
創設しております。研究開発の促進，研究開発
税制の拡充を２５年度，２６年度の税制改正で行っ
ております。また，産業の新陳代謝の促進とい
うことで，ベンチャー投資促進税制の創設，事
業再編促進税制の創設がなされているところで
ございます。
これらの措置を通じまして，デフレ脱却・経

済再生への道筋をつけつつある，つけてきてい
るということでございます。
また，デフレから脱却して経済を好循環にし

ていく，そして持続的に成長していくためには，
賃金の増加が重要だという認識の下，資料⑥の
真ん中に書いてございますが，経済の好循環実
現に向けた政労使会議が昨年９月２０日に第１回
が開かれて，次のような政労使会議における合
意が取りまとめられたところでございます。
資料⑦二つ目の枠囲いのところですが，政労

使会議の具体的な取組として，賃金上昇に向け
て取組，企業収益の拡大を賃金上昇につなげて
いくことが合意されました。また，中小企業・
小規模事業者に関する取組として，労使は経営
状況や経済状況に応じつつ，企業収益の拡大を
賃金上昇につなげていくことになっております。
３として，非正規雇用労働者のキャリアアッ
プ・処遇改善に向けた取組，そして４として，
生産性の向上と人材の育成に向けた取組が合意
されているところでございます。

３．経済状況

資料⑧には，これらの取組を通じて，経済状
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況を示す幾つかの指標を並べております。株価
は，ご覧のように，最近１万６，０００円を超える
水準となっております。安倍内閣発足時が１万
円でございました。為替はかなり円安方向に進
んでおります。安倍内閣発足時は８５円台でござ
いましたが，現在１０８～１０９円になってございま
す。１０年国債金利の推移は，ご覧のとおりでご
ざいます。史上まれに見る低水準で推移してお
ります。物価につきましては，消費税率の引上
げを含んだところで，３％台の物価上昇率にな
っております。
消費税率の１０％への引上げについては，年内

に経済状況等を総合勘案しながら判断されるこ
とになっております。法律上は，２７年１０月か
ら，８％から１０％への引上げが既に決まってお
ります。その上で，年内に，最終的にその法律
どおりにいくかどうかの判断を，経済状況を見
ながらやっていくという枠組みになっておりま
す。
５％から８％への駆け込み需要，反動減の要

素を分析したものが，資料⑨右側の図でござい
ます。５３０．１兆円に点線がございますが，これは，
１―３月期と４―６月期の平均のGDPでござい
ます。これと，この水準が過去と比べて成長し
ているかどうかを見ているわけですが，薄い点
線（５２３．３兆円）がございます。これが前年同
期，昨年の１―３月期と４―６月期の平均の
GDPになります。これに比べて，対前年同期
比で１．３％の成長をしたということでございま
す。それから，直近の昨年の１０―１２月期に比べ
ましてプラス０．５％ということですから，この
駆け込み反動減をならした水準で考えてみます
と，前年よりも，或いは前期よりも成長してい
る姿でございます。
そういう意味で，経済的に反動減はかなり強

かったということはございますが，経済成長が
止まったという状況ではないと言えようかと思
います。
先行きを占う意味で幾つかの経済指標をさら

に見てみますと，資料⑪の企業部門の状況でご

ざいますが，鉱工業生産指数は，６月は前期比
で低下いたしましたが，７月はプラス転化して
おります。直近の数字を申し上げますと，８月
がマイナス１．５％ということで，市場予想より
も悪かったということでございます。ただ，９
月はプラス６．０％ということで，かなりの増産
が予想されている状況でございます。
それから，設備投資の先行指標とされます機

械受注統計でございます。右上の表でございま
すが，３月には大幅に増加いたしました。けれ
ども，その後，その反動などによって５月に大
幅減少しています。WindowsXP の更新投資な
ども３月にあって，その反動が４月，５月に出
たと言われております。その後は，６月，７月
と季調済前月比でプラスが続いているというこ
とでございます。
今後の設備投資計画は，日銀短観６月調査で

すが，３月調査から上方改定されており，投資
に関しては悪い状況ではないと言えようかと思
います。
次に，資料⑫の家計部門の状況を見ておりま

す。まず，消費の状況ですが，供給側の統計で
あります小売業販売額は，３月は駆け込みで前
年比１１％の増加でございました。それが，４
月，５月，６月とマイナスをつけております。
７月はプラス０．６％でございます。それから，８
月はプラス１．２％になっておりまして，マクロ
的に小売業の販売額を見ますと，ここのとこ
ろ，７月，８月は前年を上回る水準になってい
ます。
ただ，下の家計調査はかなり大幅なマイナス

がついております。８月はマイナス４．７％でご
ざいました。家計調査については，上の小売業
販売額とかなりずれた結果になっておるのです
が，家計調査についてはサンプル数が約８，０００
世帯と限られているので，単月のぶれがかなり
大きく出る傾向があることに注意が必要なのだ
ろうと思われます。また，７月は台風などの悪
天候が影響を与えた可能性があると思っていま
して，引き続き注視が必要だろうというところ
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でございます。
次に，資料⑬の家計部門の状況②，雇用の状

況ですが，ご覧のように，有効求人倍率は１を
超え，失業率も８月直近の数字が３．５％でござ
いまして，労働市場はかなりタイトな状況でご
ざいます。そして，賃金の推移でございますが，
右上をご覧いただきたいのですが，１人当たり
の名目賃金は，７月は前年比で２．４％の増とな
っております。そして，労働者数，フルタイム
とパート合せた雇用者数は，前年比でプラス
０．９％でございます。両者が増加したことで，
賃金の総額である雇用者所得は前年比３．３％増
ということで，パートがフルタイムよりも相対
的に増えたりすると，１人当たりの名目賃金が
ならすと下がったりすることがございます。６
月はそういう数字だったのですが，結局国民全
体のいわば購買力を見る場合には P×Qという
ことで，労働者数がどのように推移しているか
も併せて見る必要があるということでございま
す。この式のように，それを掛け合せますと雇
用者所得ということになります。雇用者所得に
ついては順調に増加してきているということで，
そういう意味で，駆け込み反動減を抜けた後の
消費については，この雇用者所得の増というも
のが反映されることが期待できるところでござ
います。
現状こういうところで，まさに７―９月期の

経済状況，さらに今後の見通しなども総合勘案
しながら，年内に消費税率の引上げについて判
断がなされるというのが，消費税をめぐる状況
でございます。

４．成長戦略

それから，３番目の矢として成長戦略がござ
います。資料⑮には，それの一番大きなポイン
トを記しております。
１つは，日本の稼ぐ力を取り戻すということ

です。コーポレートガバナンスの強化と政労使
会議継続，そして成長志向型の法人税改革とい
うものが１つの柱になっております。２番目が

担い手を生み出すということです。女性・外国
人の活躍促進と働き方の改革，３つ目が新たな
成長エンジンと地域の支え手となる産業の育成
ということで，農業，医療における岩盤規制改
革です。こういうものが柱となっております。
また，法人税改革も関係いたしますが，企業

の稼ぐ力というのを，日米英で比較した資料が
⑰でございます。資料⑰の自己資本収益率
（ROE）の推移を見ていただきますと，残念
ながら日本は米英に比べて半分程度ということ
でかなり見劣りする状況でございます。稼ぐ力
が弱いということでございます。この２０年間で
かなりこういう状況が定着してしまっていると
いうことになっています。
また，株価純資産倍率につきましても，ご覧

のような状況でございます。特にグローバル企
業を中心に，欧米企業に伍して戦わなければ，
なかなか日本経済の将来も危ないということで
ございます。
それをローカル企業とグローバル企業で分け

て一体どういうことを目指すべきかというのを
図示したのが資料⑱でございます。
そこで，資料⑲のコーポレートガバナンスの

強化による日本企業の収益性の向上が，今回の
成長戦略のかなり大きな柱となっておりまして，
この実行が内外の投資家からも注目されている
ところでございます。企業内部からの改革とし
て社外取締役の設置，或いはコーポレートガバ
ナンス・コード，それから企業の外部からの改
革としてスチュワードシップ・コードが掲げら
れております。これによって，企業行動を大胆
に変えていく，変わってもらうということでご
ざいます。
これと同じ観点から，法人税改革が大きな

テーマとなっています。その現状の課題とコン
セプトを資料㉑に書いておりますが，具体的な
ことは後ほどご説明するとして，この緑の円の
中だけ少しご覧いただきます。
成長志向型の法人税改革として，世界で行わ

れている課税ベースを拡大しつつ税率を引き下

― 175 ―



げるという改革，収益力の高い企業の税負担を
緩和し，成長を後押しするということ，それか
ら応益課税の考え方に基づく地方法人課税の改
革，そして財政健全化との両立というコンセプ
トで，成長志向型の法人税改革をやっていくこ
とが大きなテーマでございます。
成長戦略の中には，税制として女性の働き方

に中立的な税・社会保障制度への見直しもテー
マに掲げられております（資料㉒）。これも後
ほど各論の方でご説明いたしたいと存じます。

５．財政

最後に，財政の現状と課題でございます。
まず，資料㉕の人口構造の変化は皆様何度も

ご覧になっているかもしれません。２０１０年現在
で，日本は主要先進国の中で最も高齢化が進ん
だ国になっております。そして，今後もその高
齢化はどんどん進むという状況でございます。
そして右側，わが国の人口構造を見ていくと，
人口減少社会に入っているということでござい
ます。
こうした中で，当面，２０２０年度までの国・地

方のプライマリーバランス黒字化を目標に，財
政運営をしているところでございます。なぜ
２０２０年度までかということを簡単にご説明いた
しますと，資料㉖の下の左の人口のグラフでご
ざいますが，団塊の世代と団塊ジュニア第２次
ベビーブームの世代の高齢化が進展しているた
めでございます。ちなみに，団塊の世代は６４８万
人，３年間で６００万人を超えていますから，１学
年２００万人でございます。現在生まれてくる子
どもは１学年１００万人でございますので，その
２倍のボリュームの方がいらっしゃるというこ
とでございます。この方たちが，年を追うごと
に前期高齢者，７０歳代前半，そして７０歳代後半
に皆様なるということでございます。
右側の表を見ていただきますと，６４歳以下と

６５～７４歳で１人当たりの医療費はかなり異なり，
やはりお年を召すと医療費が相当かかってくる
ということでございます。７５歳以上になると医

療制度が違うものですから，１人当たりの医療
費の国庫負担が相当変わってくるということで
ございます。２０２０年の段階で，団塊の世代は６５
～７４歳，７０歳代前半におられます。だから，今
から２０２０年に向けては，この方々の１人当たり
医療費が相当増えてくるということになります。
そこからさらに５年たちますと，皆さん７５歳以
上になられます。そういたしますと，医療制度
によりまして，１人当たりの医療費の国庫負担
が激増していくことになります。
ですから，２０２０年度までに何とか財政の持続

可能性を回復し，２０２５年以降に備えなければな
らないということで，２０２０年度までの国・地方
のプライマリーバランス黒字化という財政運営
の目標を定めているところでございます。ちな
みに，年齢によってこの要支援・要介護認定率
も，６５～７４歳と７５歳以上の方はかなり大きく違
うという現実がございます。
資料㉗では，働く方々の人数，或いは雇用者

報酬が頭打ちになっておりますので，保険料収
入は頭打ちになっております。一方で，社会保
障給付は，高齢化によって年金にしても医療に
しても，相当増えますので，ここの差を埋めて
いるのは公費，すなわち税金ということになり
ます。２０１４年度現在で保険料が６４兆円，国庫負
担，国の税金による負担が３１兆円，地方税の負
担が１２兆円という内訳になってございます。そ
して，国の方で言いますと，国の国庫負担して
いる社会保障費は，年々高齢化などによりまし
て１兆円規模で増加していく状況が続いており
ます。税収はそれほど伸びませんので，どんど
ん財政が悪化していく懸念があるわけでござい
ます。こういう事態に対応しなければいけない
として，後半申し上げますが，社会保障と税の
一体改革を進めていくということでございます。
消費税率が１０％になる前提で，経済成長よろ

しきを得た場合に，財政がどういうふうになっ
ていくかという内閣府の試算がございます。こ
れで見ていきますと，資料㉚の右側ですが，
国・地方のプライマリーバランスのGDP比，
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先ほど２０２０年度までに国・地方のプライマリー
バランス黒字化が目標と申し上げましたが，こ
の実線，名目３％台という比較的高い成長が確
実に続いた場合の財政収支の試算でございます
が，２０２０年度でGDP比１．８％の赤字というの
が試算結果でございます。黒字にはなお１１兆円
の収支改善が必要だという状況になっておりま
す。
そのためには，歳入・歳出両面のさまざまな

努力が必要だということで，それは来年度以降
かなり具体的な検討をしていかなければいけな
い状況にあるというのが，財政の現状でござい
ます。
少し超過いたしましたが，以上でございます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。まだ結果が出
ていない面もございますが，経済再生を目指し
たさまざまな政策が行われて，その効果が出始
めているということであります。今後は，コー
ポレート・ガバナンスの強化も必要で，それを，
法人税を含めた税制改革が後押しをするという
お話でした。
それでは，青木審議官，お願いいたします。

―――――――――――――――――――――

Ⅱ．地方財政・地方税制の現状と
課題

（青木） 総務省の青木でございます。お手元
に，「地方財政・地方税制の現状と課題」とい
う資料がございます。藤井審議官から，経済政
策と国の財政についてお話がございました。私
からは，地方の財政状況について，簡単にご説
明申し上げます。

１．総論：地方税財政の現状と課題

資料❸は，毎年毎年地方財政をマクロで見た
場合の財源不足の状況を示したものでございま
して，棒が上に立っていますが，この棒の長さ

が財源不足の額であります。私が役所に入った
のが昭和５７年でございます。当時も財政はそん
な楽とは思っていませんでしたが，バブルの間
だけは若干の余裕はあったかなという認識はご
ざいます。その後ずっと厳しい状況が続く中で，
平成１５年度がピークではございましたが，一定
程度経済が回復するという中で，この収支不足
も少し改善されてきましたが，リーマンショッ
クでまた元の状況に戻ってしまい，少しずつ回
復しつつも，なかなかこの収支不足の状況が改
善していかないという状況だろうと思います。
資料❻は，その結果どうなってしまったかと

いう長期債務の状況です。この棒の長さが，地
方が抱えている長期債務の総額ということでご
ざいます。地方が抱える２００兆円の長期債務は，
国がすごい借金をしているので，それから見れ
ば少ないと言えば少ないわけですが，GDPの
４割もの長期債務を地方が抱えている先進国は
存在しません。
それと，この借金の内訳の問題なのです。資

料❻の棒グラフの一番下の部分，２６年度のとこ
ろに，４８兆円という数字が入っています。これ
は臨時財政対策債という赤字地方債です。本来
ならば，地方の共通の財源である地方交付税と
して措置しなければいけないものを，国税の原
資もないので，「取りあえず当座地方団体側で
借金をしておいてください。後で対処しますか
ら」という約束事の下に発行いただいているも
のがこの臨時財政対策債です。当時の感覚から
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言うと，臨時という名前が付いているわけです
ので，そんなに長い期間打たなくても済むよう
になるだろうという期待はあったのですが，こ
れがここまで積み上がってきてしまいました。
国も，赤字国債を打つというのは特例法がな

ければできない話ではありますが，地方団体と
いうのは経済政策を持っていないわけでありま
す。その地方団体が赤字債を打つということは，
どこの国でもご法度なわけです。ご法度なのを，
何とか地方財政法の特例措置を講じて今までや
ってきていただいているということですが，こ
の赤字債の積み上がり方も含めて，地方団体か
らも「いい加減にしてほしい」という声が出る
のも，私も当然だと思っています。長い間，地
方財政・税制の仕事をしてきた者として，何と
かそこを改善しなければいけないと思うととも
に，地方で２００兆円，国・地方合せて１０００兆円，
結局われわれが今何をしているかと言えば，私
はまだ孫はいませんが，孫のポケットからお金
をもらいながらわれわれが消費しているという
のが実態なのです。また，この状況は相当長い
期間続かざるを得ない，相当厳しい状況だと思
います。ですので，歳出面，歳入面両面で様々
な工夫をしていかなければなりません。
資料を付け忘れたのですが，ここまで地方が

厳しい状況に追い込まれている歳出の要因は，
社会保障の増です。グラフを１つ付けようと思
っていたのですが，結局人件費を削り，投資的
な経費を削り，その削った削り代で社会保障の
増をなんとか賄ってきたというのが，ここ１０年
ほどの間の実態だと思います。ただ，ちょっと
もう限度に来ているかなという感じもします。
確かに投資的経費は削ろうと思えば削れますが，
財政学者の中には，地方団体が持っている資本
の減価償却費を下回る額ぐらいにしか確保でき
ていないというような実態であると分析される
方もあります。
そういう意味では，なかなか削るのも限度が

ある中で，この社会保障の増にいかに対応して
いくかというのが，今後とも地方の大きな課題

だろうと思います。先ほど藤井審議官から，国
の負担が１兆円ずつ伸びているということのお
話がありましたが，地方も０．７兆円ずつ伸びて
きているわけであります。
資料12は，その推計の図でございます。そこ

が変わらなければいけないことも含めて，今後，
地方消費税も含めた消費税率の引き上げをする
際に，地方財源として確保するということにつ
いて，国の中で話の整理をしているわけではあ
りますが，それでなかなか賄えていく話でもな
いことを，地方財政全体の中でどうやって工夫
していくかが重要な課題だろうと思っておりま
す。
法律で決めているとおり消費税率が１０％に上

がるならば，地方消費税が消費税換算で２．２％，
交付税原資を含めると３．７２％と，それなりの額
は確保されるということではありますが，それ
で地方財政全体をうまくやっていくということ
はなかなかしんどい要素もございます。そこを
どういう工夫をしていくかということを先ほど
来申し上げておりますが，地域でいろいろな取
り組みが始まってきています。施設の集約化は
どう進めるか，或いは市町村間で全てのフル
コースでいろいろなサービスを提供するという
のを，地域間で連携を図るというようなことも
もっと考えてもいいのではないでしょうか。先
の通常国会では，地方自治法を改正して，近く
の例えば近隣の中枢都市にいろいろなサービス
をお願いするということがしやすいような連携
協約ということが可能となるような地方自治法
の改正もなされたところでございます。そうし
たこともしながら，いろいろな取り組みをしな
がら対応していく必要があるのかなと思ってい
ます。
私は，地方団体は相当今までいろいろ工夫し

ながら努力してきたと思います。それらの行革
の取り組み状況について，資料17以降において
いろいろな数字が示されています。本日は，地
方の現場で税の担当をしている方々もおいでで
すが，地方の税担当職員も，昭和５５年を１００と
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すると今８１しかいません。そういう中で，複雑
化する税制の事務を担っていただいているわけ
であります。なかなか厳しいところではありま
すが，何とかそこをしのいでいかなければいけ
ないということでございます。
その中で，地方税としてはどういうふうに考

えていくのかということでございます。主な地
方税の税収の推移は，皆様方よくご覧になって
いるものでございます。資料14の一番下の線
（×）が地方消費税，真ん中辺のうねっている
線（◇）が都道府県税である法人事業税と法人
住民税の合せた法人二税でございます。（△）
が固定資産税です。こういうことでございます
が，いかに法人二税が振れているかということ
もご理解いただけると思います。
また，トピックとしては，平成１８年のところ

で，最終的には平成１９年で完成するわけでござ
いますが，国から地方への税源移譲が３兆円ご
ざいました。このときに併せて，個人住民税に
ついては，そのときまで所得に応じて３段階の
税率であったものを，フラット化して一律１０％
にしたわけです。
このように，地方税源の拡充を図ってきたの

ですが，平成２５年度の推計の数字を見ていただ
きますと，まだまだ平成１９年，２０年と比べると
かなり足りない状況でございます（資料15）。
景気の問題ということもさることながら，いか
に安定的な地方税源を確保していくかというこ
とがポイントだろうと思います。資料14のいろ
いろうねっている図をご覧になっていただくと，
毎年毎年相当に変化するということであります。
これはあくまでもマクロでございまして，個々
の自治体のミクロベースになりますと，立地企
業が急に収益が悪化するということになります
と，途端に税収が落ちるということも含めて，
それぞれの地方団体の安定的な財政運営という
観点からも，この地方税の安定性の確保と，そ
して資料16に人口１人当たりの税収額を各県ご
とに比べたグラフがございますが，この遍在性
の縮小というのが，２大命題としてわれわれは

これまで取り組んできたわけであります。取り
組んできてはいるのですが，どうしても東京へ
の一極集中の方が進んでしまうということで，
税制上は，先ほど申し上げた住民税のフラット
化でも偏在の是正をだいぶしているはずですが，
なかなか簡単ではないという状況にございます。
そういう中で，今できる範囲内で暫定的な措置
としても偏在是正措置を講じるとともに，今後
法人税改革全体の中でどういう制度にしていく
のか，このことも重要な課題の一つです。
偏在性があるということはどういうふうに財

政上のゆがみをもたらしているのか，或いは不
適切なのかという点でございます。偏在がある
税，偏在性が高いということは，その分地域間
の格差が税収においてもあるということがさら
なる格差を生んでしまうということもあります
が，財政の面で見ますと，できる限りそれぞれ
の団体の財源が税で賄えている，従って納税者
の目が行き届いているという，国にあまり寄り
かかるということではなく政策立案ができると
いうことが，健全な自治の確保の観点から重要
であります。また，貴重な国民の税金を一番有
効に活用するという観点からも，できる限り偏
在性が小さい方がいいわけでございます。その
ために，どういうようなことを考えていくのか
ということです。
今までもいろいろな取り組みをしておりまし

たが，そのこと自体が，偏在性を無理して均そ
うということ自体が，それぞれの自治体の自主
的な財政運営或いは地方分権ということとの兼
ね合いでどう考えるかという問題もあります。
しかし，相当厳しい財政状況になってしまって
いる中で，国民に負担いただいている貴重な財
源を可能な限り効率的に使わせていただけなけ
ればいけないということです。そして，地方の
方々も，地方都市ながらも肌で感じられること
になったと思いますが，実際にこの平成２６年４
月の消費税の税率を上げたことは，実は戦後税
制を確立して以降初めての実質増税なわけです。
その増税する判断というのは，責任者にとって
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は相当つらい，なかなか難しい判断することで
もあります。しかし，それに対していろいろな
反応があるということも含めて考えてみると，
やはりこの貴重な税源というのをいかに生かす
かということを，地方の現場でも相当真面目に
考えなければいけないのではないかなと思いま
す。
２０２０年に何とか国・地方を通じてのプライマ
リーバランスの黒字化という目標はなかなか厳
しいものがあります。ここを埋める手立てとい
うのはあるわけではありません。あるわけでは
ないけれども，何とか地方も甘えをなくしつつ，
しかし，だからと言って干上がってしまっては
いけないので，そこに一定程度の工夫もしなが
ら財政運営をしていくわけですが，何とか健全
化に向けての取り組みということの前提となる
ようにしていかなければならない時期に来てい
るのではないかと思います。
私の説明は，取りあえず以上にさせていただ

きます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。やはり国の財
政と並んで地方財政も非常に厳しい状況にあり
ますが，原因は社会保障増です。今まで人件費
や投資的経費の削減によってそれを穴埋めして
きたわけですが，それも限界だということで，
やはり地方税源の確保が非常に大きな課題であ
ります。特に，消費税率の１０％への引き上げで
は十分ではないということもあったかと思いま
す。安定性の確保と偏在性の縮小を併せて実現
できるような税源の充実・強化が必要な時期に
来ているというお話でございました。
それでは，まず神山さんからお願いをしたい

と思いますが，よろしくお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅲ．財政・税制の総論への意見

（神山） 藤井審議官，青木審議官，大変限ら

れた時間で詳細にご説明くださり，ありがとう
ございました。私からは，研究者の視点から，
理論的な側面を中心にコメント及び質問をさせ
て頂きたいと存じます。どうぞよろしくお願い
いたします。
大きく分けて，４点両審議官に共通の質問と

いうことで，コメントとあわせて発言させてい
ただきたいと思います。

〔タックス・ミックスの理念〕
１点目は，税制改革の大きな方向性について

です。持続可能な財政制度，そして社会保障制
度を実現するためには，今後どのような税の体
系，言い変えますとタックス・ミックス，所得
税，法人税，消費税のどのようなバランスが望
ましいのかというのは大変悩ましい問題かと存
じます。この点について，今後，付加価値税で
ある消費税を増やしていくというのが理論的に
は魅力的な一つの方向性なのですが，この点に
ついて，政策実務の観点からどのような議論状
況にあるのかということをご教示いただけませ
んでしょうか。
さらに，タックス・ミックスと関連しまして，

税制のことだけ考えればいいのかと言いますと，
恐らくそうではないと考えられます。租税法，
いわゆる法律家の視点から見ますと，他の法分
野，例えば，国際競争の中では通商法というの
は重要な分野ですが，WTOルールの下では輸
出時の補助金というのは，原則認められないと
いうことがございます。その点を加味して，法
人税と消費税を比較しますと，原産地主義（源
泉地主義）と仕向地主義，どこで課税権が発生
するのかという違いがありますが，法人税は輸
出時還付が認められない直接税です。それに対
して，間接税である付加価値税は，仕向地主義
の下で輸出時に還付ができます。もしも，「法
人税中心の国」と「消費税中心の国」を比較し
ますと，一定の税収を上げるためには恐らく間
接税型の付加価値税に比重を置いている国の方
が，国際競争においてその自国産業，自国の法
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人にとって競争上有利になる可能性があります。
このように，実務におきまして他の法制度との
関連でどのような議論されているかということ
をお聞かせいただければと存じます。

〔課税ベースの付加価値税化〕
２点目ですが，これは国・地方合わせて今後

の大きな税制改革の方向性として，課税ベース
を広げていく，言い変えますと所得への課税か
らそれを広げていく形で付加価値，付加価値と
言っても消費型や所得型などいろいろございま
すが，大きな意味での付加価値への課税に恐ら
く転換していくという流れです。これは，理論
的には付加価値への課税というのは租税の中立
性の観点からは大変魅力的ですが，一方で，例
えば消費税増税の際，もしくは外形標準課税の
議論などを拝見しておりますと，やはり国民も
しくはその企業の立場からは今までの制度から
大きく変わってしまう，もしくは負担構造が変
わるということについて，やはり様々なご懸念
があるかと存じます。この点に関連して，付加
価値税についてメリット，デメリットについて，
メリットの部分があまりうまく伝わっていない
のではないかと危惧しております。この点につ
いて，何か実務サイドで工夫されていることな
どございましたら，ぜひご教示いただければと
存じます。

〔社会保障財源と租税負担の構造〕
そして，３点目です。これは社会保障の話に

関わってくるわけですが，持続可能な財政制度，
社会保障制度を達成するための租税体系，世代
間の負担の在り方が問題になってきます。現在
存在する世代を大きく３つに分けると，勤労前
の若年世代，そして実際働いている勤労世代，
そして３つ目の世代としまして退職をした世代
が想定できます。この世代間の負担をどう考え
るかということが，大変重要になってくるので
はないかと存じます。これまで，社会保障と税
の全体の体系としては，勤労世代が稼いで，そ
れを原資になんとか退職後の老後の世代を支え
ていくということがなされてきたわけですが，
今日，両審議官のお話にもございましたように，
このままだと支えられない，持続可能な社会保
障制度にならないということが，目に見えて明
らかなわけです。
そこで，恐らく１つあり得るのは，世代間の

資産，所得の移転という視点から，世代に関係
なく余裕のある方が困窮されている方を補助し
ていく，助けていくという視点からのリフォー
ムが必要ではないかと考えられます。そういっ
たときに，今後どうなるかわかりませんが，消
費税を１つの社会保障の財源として見据えた場
合には，若い世代が退職世代を支えるという今
までの単一的な見方から，余裕のある人が余裕
のない人を支えていくというような複眼的視点
に転換していく構造的転換期を日本は迎えてい
くのではないかと考えられます。
消費税はそうなのですが，所得税はまさに今

議論が政府税調などでも始まっておりますが，
大きなリフォームが今後必要ではないかという
ことです。例えば年金への課税の在り方，退職
所得への課税の在り方，現在は扶養控除など控
除のところを細かく議論されているわけですが，
やはり研究者から見ますと今までの所得税の在
り方というのが少し時代に合わなくなってきて
いるのではないかと感じるところでございます。
この点について，控除の問題も大変大事なので
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すけれども，今後より大きな観点から抜本的な
所得税のリフォームというのが必要ではないか
と考えられるのですが，この点について何かお
考えがございましたら，お聞かせください。

〔世代間衡平の問題〕
最後ですが，これは簡単にいきたいと思いま

す。今，若い世代，勤労世代，老後世代という
話をいたしましたが，先ほど総務省の青木審議
官のお話にもございましたように，現状はより
厳しく，実際，未だ生まれていない世代，今後
生まれてくる世代にも借金を押し付けていると
いう状況でございます。民主主義的議会は，各
有権者の信託を受けてその代表たる議員が議論
して，現在世代の利害調整をするという側面に
おいて優れた機能を果たしうるのですが，未だ
存在しない世代，今後生まれてくる若い世代の
利益を上手く保護することができないという，
大変重大な問題を抱えております。
そこで，恐らく現在世代ができる１つの方策

としては，何らかの強制的な法的ルール，財政
規律を維持するための法的ルールというのを入
れるということが考えられます。日本も，様々
な目標を立てるわけですが，法的ルールによる
統制についても，特例国債の状況を見るにつけ，
上手く実効性が担保できていない点を危惧して
いるわけですが，今後どういった法的な枠組み
づくりというのがあり得るか，実務サイドにお
いて実際議論などがございましたら，ご教示い
ただけませんでしょうか。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。それでは，八
塩さんお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

（八塩） どうもありがとうございました。で
は僭越ですが，コメントさせていただきます。
よろしくお願いいたします。

〔「消費税率１０％」後の税・財政をどう考えるか〕
まず，最初に財務省の藤井審議官にお伺いし

ます。これまでの話と若干重複する部分がある
かもしれませんが，よろしくお願いいたします。
まず，最初のコメントですが，消費税率の

１０％への引上げが最終決定していない中で少し
気が早いかもしれませんが，税率１０％後の税財
政の在り方が私は非常に重要ではないかと思っ
ております。新聞報道などによると，ややもす
ると消費税率の１０％への引上げがゴールである
かのような印象を受けるのですが，現実を見ま
すと日本の財政問題がそれで解決するわけでは
ないと思います。高齢化が本当に進むのはこれ
からであり，むしろ重要なのは１０％後の議論，
その後本当にどうするのかが非常に重要ではな
いかと思いました。

〔長期的な見通しが必要ではないか〕
２つ目のコメントもそれに関することです。

先ほど審議官から，長期的な社会保障の状況や
２０２３年の見通しのご説明がありました。それら
を受けて，長期的な負担の見通し，例えば２０４０
年度で国民負担率をどれぐらいまで上げねばな
らず，それは消費税率換算で，例えばですが
２０％であるなどといった見通しを出す必要があ
るのではないかと思いました。もちろんいろい
ろな前提付きであり，様々なケースでの試算に
なるとは思います。ただ，将来的にどこまで負
担が膨らむのかが非常にわかりにくくなってお
り，前提付きとはいえその点を示すことは，先
ほど触れた１０％後の議論の際に必要ではないか
と思いました。
この点は，現在の１０％への引上げ問題にも本

来は重要だと思いました。仮に長期的にも１０％
がゴールなのであれば，来年の景気をとにかく
守ることを最優先に，引上げをできるだけ先送
りにする判断は十分ありえると思います。しか
し長期的に（実際に増税の税目を消費税にする
かどうかはともかく）２０％までいかねばならな
いのであれば，今回，増税を見送ることはそれ
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だけ将来，そのときには高齢化が一層進んでい
るはずですが，その将来に増税を集中させるこ
とを意味します。その場合は来年の景気が守ら
れる代わりに，将来の景気がより大きなダメー
ジを受けることになります。そうした長期的な
視点が今回の判断にも影響を与えてよいと思い
ますが，報道などを聞いておりますと，来年の
景気を守ることに少し比重が置かれすぎている
ような気がしました。将来的な見通しを出すこ
とは，判断をより長期的な視点から行う点でも
重要ではないかと考えました。

〔「地方の衰退」をどのように食い止めるか〕
次に，総務省の青木審議官にお伺いします。

近年，地方の衰退，地方消滅などと言われてい
ますが，税財政の観点からこの問題をどう考え
るかに関心があります。個人的に，特に個人住
民税の実態に関心があり，その点からコメント
させていただきます。

〔個人住民税の空洞化〕
審議官が示された資料１４に，平成１８年度の三

位一体改革で個人住民税の税収が３兆円増えた
と示されています。この図から判断すると個人
住民税の課税が強化されたと言えるのですが，
これを市区町村ごとにデータで見ると，だいぶ
実態に差があると思っています。実際，東京な
どでは勤労所得も増え人口流入も進んでいます
ので，税収が本当に増えているというイメージ

があるのですが，地方を見ると，やはりどうし
ても高齢化が進んでおりますし，人口流出も重
なっていますので，個人住民税の税収がかなり
減っているのではないかと思います。個人住民
税は地方の基幹税の一つですし，自治体に対す
る住民の応益性を反映する観点からも重要な税
なので，この実態にどう対処するかは重要な問
題であると考えました。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。なかなか難し
い質問が出てまいりました。神山さんからは税
体系，タックス・ミックス型の税制改革が必要
で，これをどのように考えるべきか，というこ
と，法人税から付加価値税へ課税をシフトして
はどうかというお話しがありました。それから
世代間の公平性の確保という視点から所得税を
考えていく必要があるのではないか，将来世代
の利益を守るというためにも財政規律の強化が
必要という話をいただきました。
八塩先生は，消費税率１０％後の政策をどうす

るか，長期的な見通しと，それに基づいた制度
設計が必要なのではないかというお話でした。
青木審議官には，地方の衰退をどう捉えるのか
という課題提起がなされました。これは，やは
り税の偏在問題だと思います。
お答えいただける範囲で結構です。それでは，

藤井審議官からお願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔社会保障制度と租税との関係〕
（藤井） 大変難しい質問を頂いています。神
山先生から４点頂いて，まず第１点の租税制度
と他のいろいろな社会制度との関係をどういう
ふうに意識しているかということでございます。
例に出された法人税と付加価値税の違い，特に
輸出免税還付を巡る違いは，付加価値税導入当
初から十分に意識した議論がなされ，そういう
意味で，経済界は早くからこのEU型の付加価
値税の導入に，基本的には賛成されていたよう

― 183 ―



に思います。今もさまざまなことを考えると，
付加価値税中心でいくべきかという主張を一貫
して経済界はなされているのだと思います。
その他の制度との関係では，やはり社会保障

制度との関係を常に税制を考える上では意識し
ているということです。もちろん個々人の負担
の在り方を考えたときに，社会保険料負担との
関係を当然意識しなければいけませんし，それ
から社会保障の給付の面から考えて，どれだけ
安定的に租税としての財源を確保するかという
ことで，タックス・ミックスを考えるというこ
とです。それから，やはり社会全体の所得の再
配分と申しますか，格差問題に対応していくと
いう意味で，租税が消費税と所得税或いは資産
課税と併せて全体としてどういう所得再分配機
能を持つかということも重要な視点でございま
す。それは，逆に，社会保障制度がどういうふ
うに構築されているかということとも関わって，
歳出・歳入あいまって所得再分配，格差是正を
どういうふうにやっていくかということでござ
いますので，特に社会保障制度を意識しながら
租税制度について議論しているというところで
ございます。

〔付加価値課税のメリット〕
それから，２番目のご指摘でございます。付

加価値課税のメリットが伝わっていないという
ことについてどういうふうに努力すべきかとい
うお話でした。これにつきましては，平成元年
に消費税が導入されて以来，政府の相当大きな
課題だったように思います。そして，今回の税
制改革においては，社会保障と税の一体改革と
いうことで，社会保障の充実及び安定化のため
に，消費税を社会保障目的税にするというかな
り大きな改革が行われたところでございます。
要するに，現世代が享受する社会保障のサー

ビスは，現世代が公平に消費税という形で負担
するのが原則なのであり，子や孫につけを回さ
ずに，子や孫のいわばクレジットカードで自分
の買い物をするのではなくて，消費税という形

で現世代で負担しながら社会保障制度を回して
いくのだということが，制度上，法律上も明ら
かになりました。こういうことで，国民への理
解を得ていくことが今回の改革であり，まさに
第一歩なのだろうと思っております。

〔世代間の負担の在り方〕
それから３番目の世代間の負担の在り方とい

うことで，所得税についてご指摘いただきまし
た。昨日，政府税制調査会を再開いたしまして，
配偶者控除の見直しが１つのテーマなのですが，
それにとどまらず，所得税については今まで大
きな改革は，ここのところ７～８年なかなかな
されていません。社会・経済の変化になかなか
税制が付いていけていないのではないかという
意見もだいぶ政府税調の委員から出てきたとこ
ろでございます。そういう意味で，今一度社会
経済状況の変化をきちんと分析して，所得税制
がそれにふさわしいものになっているかという
ことを議論していかなければいけない時期にき
ていると思います。
ご指摘のあった年金に対する課税，それから

退職手当に対する課税の在り方も，そういう中
で取り上げていくことになろうかと思います。
例えば退職手当でいけば，働き方が非常に多様
化している中で，退職手当についてはかなり特
別な課税方法になっています。これが，逆に言
うと，働き方に中立的な税制にはなっていない
ということでありますので，果たしてそれでい
いのかというのは論点になろうかと思います。
一例でございますが，そういうことでリフォー
ムに取り組んでいくということだろうと思って
おります。
それから，生まれていない世代に借金を押し

付けている状況について，今後それを是正する
ための法的枠組みなどが考えられないかという
お話でございました。これにつきましては，今
まで財政構造改革法ですとかあるいは骨太方針
２００６とか，法的あるいは閣議決定レベルでのい
ろいろな取り組みがなされてきました。詰まる
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ところ，そういう政治的なコミットメントと，
それを確実に実行していくことが枠組みなのか
なというふうに思っております。そういう意味
では，今，財政健全化目標は，繰り返し申し上
げたように，２０２０年度までの国・地方プライマ
リーバランス黒字化ということで設定されてお
ります。その目標実現に向けた道筋を，今後描
いて，具体的に何をやっていくかを，政治的な
コミットメントとして決めていかなければいけ
ないということだろうと考えております。
以上４点でございます。

〔プライマリーバランス黒字化に向けて〕
それから，八塩先生から２点頂きました。

１０％後の議論が重要なのだということはおっし
ゃるとおりでございます。先ほどのプライマ
リーバランスは，とにかく回復しないと財政は
どんどん発散していってしまうというのはもう
理論上明らかなものですから，とにかくまずは
一里塚として黒字化していかなければいけませ
ん。ちなみに，ヨーロッパでは，かなり財政が
悪いと言われている国でも，財政収支は赤字な
のですが，プライマリーバランスという基礎的
財政収支は黒字なのでございます。主要先進国
の中でこれだけ大幅なプライマリーバランス赤
字なのは日本だけでございます。これの回復が
急務でございます。そして，黒字化に道筋，今
の税と歳出状況を前提といたしますと，なお
GDP比で１．８％の赤字が２０２０年には残っている
という状況でございますので，この回復に向け
て，歳出の抑制，改革は当然のこととして，歳
入面についても議論していかなければいけない
というところでございます。
それから，ゴールの話がございました。今後

の人口動態を見てみますと，２０４２年に６５歳以上
の人口がピークとなって，２０６０年には高齢化率
が概ね４０％に達することになります。従って，
今後５０年間というスパンで捉えると，財政は一
体どうなってしまうのだろうということを，財
政制度等審議会で一度長期推計が行われており

ます。当然５０年ということですからかなり大胆
な前提と粗い前提を置いているわけですが，実
質２％，名目３％という成長が今後５０年間継続
し，かつ２０２０年度までの国・地方のプライマ
リーバランス黒字化を達成した場合でも，２０６０
年度の債務残高対GDP比を１００％に抑えるの
に必要となる収支の改善幅は，GDP比で８．２％
でございます。１００％でないと持続しないのか
とか，こういう成長が続くのかとか，前提条件
に関する確からしさとか妥当性というのはいろ
いろ議論があるところでありますが，今のよう
な前提で計算するとそういう長期推計が示され
ております。すなわち，少なくとも１０％がゴー
ルではないということだろうと思いますので，
そういうことも視野に入れて，財政健全化に取
り組んでいかなければいけないということだろ
うと思っております。以上でございます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。それでは青木
審議官，お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔付加価値に係る税制〕
（青木） 神山先生から，付加価値に係る税制
についてありました。実は多分２つあって，消
費税と事業税の外形部分は付加価値に課税して，
課税の手法は違うけれども，その付加価値に係
る課税というのを充実していく必要があって，
だからそのことに対してもっとうまく説明して
いくということも含めて努力すべきではないの
かというお話だったと思います。
確かに，消費税も事業税の外形部分も付加価

値に課税しているのですが，あまり一緒にした
くないなというのが個人的にはあるのです。流
れを見ますと，消費税の議論が始まるより前に
外形課税議論が政府税調の中でありました。確
か昭和３９年だったと思います。その後，消費税
の方にシフトしていって，消費税が導入されて，
地方消費税まで導入された上で外形課税が平成
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１５年改正で平成１６年から導入されたという経緯
がございます。法人事業税の外形課税は，確か
に付加価値にかけていると言えばかけているわ
けですが，そのことの意義を考えてみます
と，１つは，藤井審議官が説明された法人税改
革です。やはり稼いでいるところに寄りかかっ
て，そこでできるだけ負担してもらおうという
のは変なのです。そういうところは，さらに投
資をして日本全体を引っ張ってもらうというこ
とが大事なのです。であれば，少しでも負担で
きるところは負担してあげて，前に進むところ
のエンジンをもっと利かせてもらっていいよと
いう仕掛けにすべきという意味では，法人税改
革全体の中でも重要な意義があると思います。
それとともに，法人が事業をしようと思えば

必ず地方団体の行政サービスを受けます。特に
都道府県との関係においては，都道府県が行っ
ている産業振興なり道路の整備なり管理なり，
或いは環境対策，それから公衆衛生の対策とい
うのは，法人の事業活動と密接な関係があるの
で，都道府県税にするということは大きな意味
があったと思います。シャープ勧告を振り返っ
てみると，あのときにシャープ博士がなぜ都道
府県の付加価値税を強調したかというと，都道
府県税としてのしっかりした独自税というのが
重要なのだという意識がかなりあったのではな
いかと思うのです。市町村税のうち住民税は多
少所得税に寄りかかっていますが，固定資産税
という明確な独自税がございます。都道府県税
である事業税の外形課税がかなり拡大していく
ことになるならば，ある意味，固有の税を持て
るということになります。そういう意味で，法
人税改革全体の観点，それから，応益課税とい
うことで広く負担するということが大事なのだ
ろうという観点，それから課税庁側としては都
道府県にとっても極めて重要な税源として税制
の中できちんと位置付けられていく，この３点
メリットがあると思われ，今お話を伺いながら，
そういうことを訴えていかなければいけないな
と思いました。

〔将来世代への負担について〕
それから，私への質問ではないと思いますが，

まだ生まれていない世代への負担というのは，
私が内閣府の審議官のときに随分いろいろ勉強
してみました。アーバック・コトリコフの世代
会計，将来世代の負担をそれなりに計算してみ
る仕組みというのを相当勉強してみましたが，
いろいろな仮定が多くてなかなか難しいのです
が，日本の財政が大変な状況にあるということ
はよくわかるわけであります。これはやはり常
に意識してもらうしかないのだと思うのです。
少なくともわれわれ税金で飯を食っている人間
は，将来生まれてくる子どもたちのことも常に
頭に置くということは，そういう視点を，この
ご指摘を頂くといつもそういう思いを強くする
わけでありまして，貴重なご指摘だったと思い
ます。

〔個人住民税の在り方〕
八塩先生からは，個人住民税について空洞化

しないようにもっとしっかりした税制とすべき
なのではないかということを，現実に地方が衰
退される中で住民税が確保されないことが懸念
されるというコンテクストでご質問がございま
した。県単位ぐらいで個人住民税の税収の推移
を見てみますと，２３年までずっと下がっていっ
て２４年にまた上がるという点では，東京も地方
分も結構似ているのです。もっとも，絶対額で
は，東京と地方の差はかなり大きいのですが，
ただ，もう少し長いスパンで見ると，やはり少
しずつ課税，税収を確保する力が落ちてきてい
るということがあろうかと思います。
ただ，この個人住民税こそ，まさに納税者と

一番身近な市町村が結び付く行政にかかる負担
という意味で基礎となる税であり，そこがちゃ
んとしていないといけないというのはご指摘の
とおりです。では，何ができるのか。税率を上
げるという選択もなくはないかもしれません。
１０％をさらに上げるということもあり得るかも
しれません。多分八塩先生の論文の中に，住民
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税の控除について，少し見直してもいいのでは
ないかというご指摘がありました。要は，今，
所得税にいろいろな人的控除がございますが，
住民税にも扶養控除があったり，障害者の控除
などいろいろありますが，その控除をしている
ということは，住民税が税率でフラット化され，
いよいよ地域の会費としての性格が強まったと
はいえ，その控除を通じて一定程度所得再分配
の機能を担っていることになります。それから，
所得が少ない人では，その控除というのは１人
当たり幾らということで定額で考えていくわけ
なので，所得が少ないところから引く額も，所
得が多いところから引く額も同じだとすると，
所得が少ないところの方が税が浸食されやすい
ということを併せて考えるならば，その控除の
見直しということもあるのではないかというご
指摘なのかなと受け止めました。
これは，住民税の在り方としてそういう方向

で応益性を高めて考えなければいけないのだと
いうのは，私もそう思うのですが，所得税との
関係で重要な点が２つぐらいあります。１つは，
負担する側の納税者の方から見たら負担増は避
けたいわけであり，その控除が減れば所得税で
その分の控除を受け取ってくれるのかという問
題になりかねないので，それはなかなか藤井審
議官が応じていただけないのではないかという
気がします。
もう１つ，案外われわれも忘れがちなのです

が，市町村の税の現場と国税の税の現場が相当
いろいろ結び付いているのです。国税の方で扶
養控除をするというときに，例えばA市に住
んでいる人が，B市の学校にいっているお子さ
んとC市のお母さんの両方を扶養していると
いうときに，A市にB市，C市の情報がいっ
て実はC市のお母さんはすごい所得があって
「扶養ではないよ」という情報がA市に行く
と，A市はその扶養を否認し，その情報を国
税に伝えるというようなことがあるわけです。
住民税の控除がなくなると，こうしたことを丁
寧にやるというインセンティブがなくなるわけ

です。そういう中で，どこまで住民税の応益性
ということを徹底していくべきと考えるのかと
いう課題だと思うのです。
ですので，えいやーで一網打尽ということは

なかなか簡単ではないものの，しかし，八塩先
生が言われるような意識で，その方向で，一歩
一歩考えていくということなのではないかとい
うふうに思いました。ありがとうございました。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。恐らくお二
人にはまだ何か重ねて質問ということがあろう
かと思いますが，予定では３時４０分に討論終了
ということになっておりますので，それでは各
論に移らせていただきたいと思います。既に総
論の部分で各論にも触れていただいております
ので，その辺りも考えながら，恐縮ですができ
る限り短くお願いしたいと思います。
それでは藤井審議官，お願いします。

―――――――――――――――――――――

Ⅳ．税制における当面の課題

（藤井） 「税制における当面の諸課題」とい
う資料で，２７年度改正或いは中期的な課題にな
っているものについて，ご説明します。いずれ
も今ここで結論が申し上げられるようなもので
はないので，どういうことが課題になってどう
いう議論が行われているとかというご紹介でご
ざいます。

１．消費税関係

まず，消費税でございます。先ほども触れま
した社会保障財源化になっていること，そして，
その使い道として，社会保障の充実に２．８兆円，
年金の国庫負担２分の１への充当ということで
３．２兆円，子世代への負担のつけ回し軽減に７．３
兆円ということで，１０％になった暁にはこうい
うふうに社会保障財源に振り分けられることを
ご理解いただきたいと思います（資料34）。
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資料35では，子ども・子育て，医療・介護，
年金それぞれについて，こういった金額が見込
まれています。既に充実策についてはいろいろ
な法律が通った状況にありまして，施行を待っ
ている状況でございます。子ども・子育ての保
育施設への補助等についても法制度は整ってい
る状況にあって，あと１０％に上げることによっ
てお金が付いてくる状況にあることをご理解い
ただきたいと思います。
それで，目下与党で議論になっておりますの

が，資料38，軽減税率の取り扱いでございます。
昨年末の与党税制改正大綱におきまして，「消
費税の軽減税率については，『社会保障と税の
一体改革』の原点に立って，必要な財源を確保
しつつ，関係事業者を含む国民の理解を得た上
で，税率１０％時に導入する」こととなっており
ます。税率１０％時については書いてあるとおり
なのでございますが，与党の税制の責任者の
方々のご発言によれば，１０％への引上げ時を含
む１０％時という趣旨でございます。
軽減税率については，国民の理解を得てとい

うことで，国民的な議論が必要だという観点が
ございます。
６月５日に広く国民の意見を聞くため，考え

得るパターンを機械的に示した資料が与党税制
協議会より公表されております。資料39の左上
ですが，「線引き例と財源について」というこ
とで８つのパターンと，それによりどの程度の
減収が生じるか，その減収を埋め合わせるため
の消費税率換算であるとか，社会保障充実分，
自然増への影響がどのくらいあるかということ
を示しているわけでございます。例えば，全て
の飲食料品を軽減税率の対象とした場合，１％
当たりの減収額は６，６００億円になります。仮に
標準税率と軽減税率の差が２％である場合に
は，１．３兆円の影響があるということを示して
いるわけでございます。そして，線引きがいろ
いろあれば，その境界領域において，どちらに
分類するのかというさまざまな論点が出てまい
ります。それも本体資料では相当詳細にどうい

う区別になるのかという問題提起がなされてお
ります。
あと，区分経理についても，新しく区分経理

をする必要が生じるわけですから，それをどう
いう方式でやるのかということで，A~Dを示
しております。それぞれについてのメリット，
デメリットを示して，国民的な議論に供すると
いうことがなされております。
資料40は，７月８日から８月２９日まで，これ

らの団体からの意見を聞いたということで，今
後年末にかけて与党税制協議会で議論が行われ
るということです。

２．法人税関係

法人税につきまして，今日のメインの話でご
ざいます。法人税改革については，資料41の６
月２４日の閣議決定です。法人税率については，
数年で実効税率を２０％台まで引き下げることを
目指すということ，それから財源について
は，２０２０年度のプライマリーバランス黒字化目
標との整合性を確保するよう，課税ベースの拡
大などによる恒久財源の確保をすることとし，
年末に向けて議論を進め，具体案を得るという
ことで，今後この方針に沿って議論し成案を得
ていくということなのでございますが，その前
提となる日本の法人税の分析を若干ご紹介いた
します。
資料42は，日本の法人税率と各国比較です。

日本は，国税，地方税合わせまして，標準税率
ベースで３４．６２％というのが現状でございます。
これに対して，各国ご覧のような姿でございま
す。２０％台ということでいきますと，ドイツな
どは２９．５９％ということで，２０％台というとこ
の辺が視野に入ってくる状況でございます。
それで，日本の法人所得課税の負担が重いか，

軽いかということをマクロ的に見ます。資料43
は，GDPに対する法人所得課税がどの程度か
ということで，表面税率だけ見ておりますと，
相当に重い負担のような感じがするわけですが，
日本はGDP比で法人所得課税は国・地方合せ
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て３．２％でございます。これに対してアメリカ
２．７％ですが，アメリカはチャプター S法人課
税がありまして，それも含めると３．４％という
ことになります。それから，イギリスが３．１％，
スウェーデンが３．５％で，日本だけが飛び抜け
て高いというわけではありません。
では，日本の法人税の構造がどうなっている

のかを分析しました。これは，資料44の四角の
中にあるような簡単な恒等式を解いたものです。
表面的な税率です。国・地方合わせた法人税率
は３９．５％と，この２０１０年時点ですから今より少
し高くなっています。それは各国に比べて少し
高いということなのですが，結局真ん中，赤で
囲んでおります課税ベースの大きさを見ますと，
日本は法人所得に対して課税ベースの大きさは
３１．９％で，一見して他の国に比べてかなり課税
ベースが狭いという特徴が浮かび上がってくる
わけでございます。これが，法人税率が表面上
高くても，法人税収の占めるGDP比はさほど
高くないことの理由でございます。
資料45は，課税ベースがどういうふうに小さ

くなっているかを示したものです。租税特別措
置による軽減もございますが，それに加えて欠
損金の繰越控除の大きさですとか，受取配当な
どの益金不算入制度による課税ベースの縮小が
かなり認められます。
これらの制度によりまして，業種ごとの税負

担は相当に異なってきているということが資料
46で見て取れるわけでございます。
それから，日本の法人税の状況，特徴といた

しまして，他国に比べまして，利益法人が少な
くて欠損法人の割合が非常に高いという特徴が
ございます（資料47）。従いまして，企業間の
税負担のバランスの問題として，一部の黒字企
業に税負担が集中しているという状況です。こ
れに対して，諸外国はより広い企業が負担して
いるという状況であるわけでございます。
各国とも法人税についてはさまざまな改革を

しておるわけでございますが，特にヨーロッパ
においては，陸続きなので，近隣諸国に企業が

移ってしまうようなことが多く，法人税率の引
下げに熱心に取り組んでいます（資料49）。一
方で，課税ベースの拡大を行っています。イギ
リス，ドイツは，ほぼ見合うだけの課税ベース
の拡大をやって税率を引き下げ，財政的にはほ
ぼトントンの税率引下げと課税ベースの拡大を
やってきているということでございます。
こういう分析も踏まえまして，大きな方向性

として，与党の税制調査会，それから政府の税
制調査会で，それぞれ考え方がまとめられてお
ります。少しご紹介いたします。資料50の自民
党，公明党，与党の税制調査会におけます法人
税改革についての考え方なのですが，「より広
く課税を行いつつ，稼ぐ力のある企業や企業所
得の計上に前向きな企業の税負担を軽減するこ
とで，企業の収益力の改善に向けた取り組みや
新たな技術の開発などがより積極的になり，成
長につながるような法人税改革を行う必要。こ
のため，課税ベースを拡大しつつ税率を引き下
げるという法人税の構造改革を行う」とされて
おります。
それから，「地方法人課税は，地域経済を支

える中小企業に配慮しつつ，公共サービスの対
価を広く公平に分かち合うという地方税の応益
課税を強化する方向で見直す必要」というよう
にされているわけでございます。
政府の税制調査会におきまして，これは具体

的に課税ベースの拡大をどういうふうにやって
いくのかという，いわばメニューが挙げられて
おります。資料52には，�１租税特別措置の見直
し，それから�２欠損金の繰越控除制度の見直し，
�３受取配当等の益金不算入制度の見直し，�４減
価償却制度の見直し，�５地方税の損金算入の見
直し，資料53にいきまして，�６中小法人課税の
見直しなどということに，メニューの提示がな
されておりまして，今後それをどういうふうに
具体化していくかが課題になってくるというこ
とでございます。
いずれにしても，２７年度を初年度としてやる

ということは閣議決定されておりますので，そ
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れに向けて今後議論していくということでござ
います。

３．所得税関係

最後に，所得税の関係でございます。日本再
興戦略改訂，いわゆる成長戦略の改訂版が今年
の夏のものでございます（資料55）。働き方に
中立的な税制ということで，働き方の選択に対
してより中立的な社会制度を構築するため，税
制，社会保障制度，配偶者手当等について，年
末までに総合的に検討するということで，税制
について女性の働き方に対してより中立的な制
度とする方策について，幅広く検討を進めるこ
ととされております。
まさにそのときに議論になりますのが，資料

56の配偶者控除の話です。いわゆる１０３万円の
壁ということが言われているわけでございます。
ここで１つ事実関係を申し上げれば，以前はこ
の配偶者特別控除がない状況でした。１０３万円
というのは給与所得控除の６５万円と基礎控除の
３８万円を足して１０３万円です。１０３万円を超える
と，課税所得が発生するという，その水準が
１０３万円なのです。配偶者特別控除がありませ
んと，１０３万円を超えた途端に，旦那さんの方
の配偶者控除３８万円が突然消えますので，そう
するとその分税負担が増えて，結果として配偶
者の方の給与収入が１０３万円を超えて多少増え
ても税負担の方が重くなって，家計として手取
り額が減ってしまうという逆転現象が起きると
いうことが指摘されていて，それが１０３万円の
壁だったのです。この配偶者特別控除を付ける
ことによって，配偶者の給与収入が増えても，
世帯で見ると手取りの逆転現象はなくなってい
るのです。そういう意味で，制度的な壁はなく
なっているのですが，それでもまだ１０３万円が
意識されているという状況にあるわけでござい
ます。
これについて，今後中立的な税制としてどう

いうことを考えていくかを，まさに政府税制調
査会で議論を始めたところでございます。

４．国際課税関係

それから，最後に国際課税についてです。こ
れも国際的には非常に大きなテーマとなってお
ります。BEPS（税源浸食と利益移転）への対
応がOECDで問題になっており，国際取引で
各国の税制や租税条約の隙間や抜け穴を利用し
て税負担を軽減させる租税回避スキームに対し
て，国際的な抜け穴を防ぐようにルールを定め
て行動していかなければいけないということで，
順次，対応策をOECDの場で作り，各国に勧
告していくということです。それに合わせて，
各国は国内法・租税条約上の改正を求められる
ということになっております。本年９月には，
第一弾の報告書が公表され，残された課題につ
いては引き続き議論が行われているという現状
にございます（資料59）。
以上でございます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。それでは青
木審議官，お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

Ⅴ．各論：平成２７年度税制改正に
向けた主な課題

（青木） 本日，民間の方々も多いので，法人
税制，外形課税を中心にお話を申し上げたいと
思います。

１．地方法人課税関係

法人関係の税収は，実は国税である法人税の
３４％が地方に配分される地方交付税の原資にな
っているということもあって，実は６割強が地
方財源です（資料30）。従って，法人税改革と
いうのは地方の台所，懐に直撃するということ
でもあるので，ここは丁寧に考えていかなけれ
ばいけないというわけです。
資料31の骨太の方針では，基礎的財政収支の
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黒字化目標との整合性を確保するという観点と，
恒久財源の確保ということは明確にされておる
わけでありまして，このことを念頭に置いて，
検討していかなければなりません。
１つの方針を与党として示していただきまし

たのが資料33の４つ目です。行政サービスの多
くは，地方公共団体が直接の担い手となってい
ることに鑑みれば，地方法人課税については応
益課税の考え方が重要であるということです。
法人事業税の外形課税ですが，これについては
地域経済を支える中小企業に配慮しつつ，今後
も公共サービスの対価を黒字企業に限らず広く
分かち合うという地方税の応益課税を強化する
方向で見直していくのだということです。
その上で，その下の○で，税源の偏在の是正，

財政力格差の縮小を図るための措置を講じるこ
ととして，これと整合性を取りながら検討して
いくということが，与党の間で方針として示さ
れているわけであります。
では，一体どういうことを具体的に考えてい

くのかということでございます。資料36をみま
すと，税収中立で平成１６年から外形課税が導入
されました。大企業資本金１億円を超える企業
の４分の３をそれまでの所得課税とし，４分の
１に外形課税を導入したわけです。そのときに，
法人実効税率は１．３３％下がっています。仮に，
今この４分の１であるのを２分の１まで広げる
ということにしますと，試算では１．５％程度下
がるということになります。従って，税収中立
でも実効税率を下げ得るということになること
も含めて考えれば，また応益課税の原則という
ことが地方税の基本だということから考えてみ
ても，外形課税の拡大ということがこの法人税
改革との関係で重要な選択肢となっているわけ
です。
資料38の網かけの部分が外形課税の部分です。

所得課税部分の一定部分が地方法人特別税とい
うことで，これもまた地方に譲与税として返し
て，結果，偏在の是正をする財源にもなってい
るわけです。

少し誤解もあるのですが，中小企業と大企業
と，これは全く別に考えなければいけないとい
うふうにも思っています。報道によっては，中
小企業に外形課税を導入することによって財源
を得て，大企業の法人税の負担を軽減するのだ，
それはおかしいではないかという論調の間違っ
た記事があったり，記者も間違うので，そのこ
とを言及する政治家の先生方もおられたりとい
うことでございますが，あくまで中小企業の中
では中小企業の中，大企業の中は大企業の中で
考えるということでございます。
その上で，中小企業に来年度からということ

はあり得ないわけであります。まず大企業に関
して，今４分の１入っている外形部分をどこま
で拡大できるのかということです。ただ，大企
業の外形部分が広がっていくと，資本金１億円
を境に，所得で課税する世界と外形的に課税す
る世界と，あまりにもバランスが崩れるという
ことはあるかもしれないというときに，一体ど
ういうことを考えるべきなのかということです。
そういうことも含めていろいろ検討していかな
ければいけないと思っておりますが，中小企業
については相当丁寧に配慮しなければいけない
というのがまず大前提だろうというふうに思っ
ています。
賃金課税だからおかしいではないかという議

論がよくあるのですが，この外形部分のうち３
分の２が付加価値割，３分の１を資本割として
今課税させていただいております。今は，資本
割部分も付加価値割にしようという方向で議論
がなされています。この付加価値割についてで
ございますが，収益配分額と単年度損益を足し
たものに税率を掛けて計算させていただいてお
ります（資料39）。
仮に，報酬給与額を増やしますと，単年度損

益は減少します。それから，報酬給与額を減ら
すと単年度損益が増加します。このことは，赤
字法人であろうが，黒字法人であろうが，同じ
でございます。従って，給与をどうするかとい
うことと付加価値額とは実は影響しないわけで
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あります。影響しない理由は，単年度損益を足
してあるからであります。そういう意味では賃
金をできればわれわれは上げてほしいというこ
とを，総理も強く経済界にお願いしているわけ
でございますが，そのこととこの話とは全く中
立であるということではあるのです。
ですが，そうは言っても，給与の比重が高い

企業というのはあり得るので，資料40では，雇
用安定控除というような仕組みを設けさせてい
ただいておって，実際に報酬給与額がその収益
配分額の７割を超える場合は７割と見なしてし
まおうということであります。従って，７割よ
りたくさん配分しているところはその分だけ税
は助かっています。もう少し言い方を変えます
と，報酬を増やして７割以上にすることができ
れば，実は節税対策にもなるという話でもある
わけであります。
このことについて，経済界からいろいろご意

見を頂いています。経済界から丁寧にお話を聞
きながら議論を進めていこうということで，総
務省に設置されております地方財政審議会にこ
のことをヒアリングする場を設けさせていただ
いて，既に経団連からお話を頂きました。
資料41は，経団連の意見の内容をご紹介して

おります。今後，日本商工会議所や商工会連合
会，或いは経済同友会，連合とヒアリングをさ
せていただく予定です。経団連は安易な拡大は
すべきではないと言われながら，説明する際は
３つのことを考えてくれというお話でした。
１つは，賃金を上げろというのだから，少し

はそこに配慮が要るのではないかということで
す。それから，外形課税を拡大するとしても，
段階的にやる必要があるのではないかというこ
とです。中小については，それは少し違う世界
でしょう，簡単に考えてはいけないのではない
かというこの３点のお話があったわけでありま
す。そういうことも頭に置きながら検討を進め
させていただければと思っております。今のと
ころ，この資料42の上の方の団体（日本商工会
議所，全国商工会連合会，全国中小企業団体中

央会，全国商店街振興組合連合会）は反対なの
です。平成１５年改正で導入するときも含めて，
かなり厳しいご反対意見を頂いていました。同
友会はむしろ対象法人を拡大すべきというご意
見です。
連合は，中小も含めて考えるべきなのではな

いかということです（資料43）。広く負担し合
って税源を確保するということの方が大事なの
ではないのかというのが連合のご意見と受け止
めていますが，あらためていろいろお話をお聞
きしながら外形課税を２７年度改正に向けてどう
するかということについての検討を進めていく
こととしております。
地方団体からは，基本的には外形課税の拡大

ということも含めて，きちんと法人税制の中で
財源を確保するようにというご提案，ご要請を
頂いているところであります（資料44）。
資料45は，地方法人課税の中でも偏在是正に

かかる部分についてです。地方消費税も含めた
消費税の税率が８％になったことから，法人住
民税の法人税割の一定割合を国税として交付税
原資にさせていただく改正を２６年度から実施さ
せていただいております。１０％に引き上げられ
る場合には，この措置を深掘りをする必要があ
るということでございます。実際に消費税の税
率が上がって，地方消費税も増えます。ただし，
社会保障制度も拡充されるので，制度上の負担
も増えます。制度上の負担部分を超えて増加に
なる部分について，不交付団体では，さらに財
政余剰が増えることになるので，その範囲内で
協力いただくこととし，１０％段階でも交付税原
資化をさらに増やすということを考えなければ
いけないというふうに思っています。
その上で暫定的な措置として導入されている

地方法人特別税，譲与税，これは少し込み入っ
た仕組みでございますが，この仕組みをどうす
るかということも併せて検討するということが
求められています。
ここまでが法人税制に係る話でございます。

２７年度に向けて重要な課題があるわけでござい
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ます。

２．車体課税

資料47は，車体課税にかかる課題についてで
ございます。消費税率が１０％に上がったときに
は，自動車取得税は廃止することになっており
ます。自動車税という都道府県税の他に，取得
時に係る自動車取得税というのがございます。
これは８％に上がった段階で縮小したわけでご
ざいますが，１０％になったときに廃止します。
ただ，この自動車取得税にはグリーン化機能が
ございました。エコカーであればただになると
いったようなことで，随分差をつけていたわけ
でありまして，このグリーン化機能を維持・強
化するような仕組みというのを自動車税の中で
考えなければいけないわけです。ここの車体課
税の在り方についても，自動車関連業界，いろ
いろな方々からお話を今聞きながら検討を進め
ているということでございます。

３．固定資産税

平成２７年度は固定資産税の評価替えの年にな
ります。先ほど来申し上げておりますように，
固定資産税は市町村の一番の基幹税でございま
す。この固定資産税について，３年ごとに評価
替えをする際に，あまり固定資産税額が上がら
ないような調整措置を講じておりますが，その
調整措置についてどうしていくのかということ
について一定程度議論いただけなければいけな
いということが資料50の内容でございます。
また，固定資産税の中で，土地・家屋以外の

償却資産に対する課税もございます。これは，
経済界からは償却資産に対する課税というのは
おかしいのではないかとだいぶいろいろご意見
を頂いておりますが，１．５兆円もの大変大きな
税収でございまして，私どもとするとこれをな
んとしても堅持しなければいけないと思ってお
ります（資料53）。こうした課税は海外にはあ
まりないのではないかと言う人もいます。アメ
リカの例を挙げていますが，そんなことはなく，

それぞれ各国の地方団体は工夫しながら，必要
な財源として確保しているということは頭に置
いていただければと思っております。

４．ふるさと納税

資料55は，ふるさと納税という仕組みについ
てであります。今，地方団体に寄付をしますと，
確定申告をすれば，所得税と住民税の通常の控
除の他に，住民税の特例控除ということを行う
ことによって，実質上２，０００円の負担で寄付が
できることになっています。趣旨としては，ふ
るさとから大阪に出てきてふるさとに少しでも
貢献したいということがしやすくなるようにと
いうことで作ったものではあります。ただ，頂
いた人に対しての返礼品がかなり華美なものが
あったり，それで結構人生を楽しんでいる高額
所得者も結構おられるようです。そのことを書
いた本がたくさん出ていて，そのサイトを多く
の人がご覧になっているようでございますが，
ちょっとどうかなという議論がいろいろな場面
で出てきております。何らかの対応ができない
かなと，今，われわれ頭を悩ませているところ
でございます。以下の説明については，割愛を
させていただきたいと思います。
そういうことで，法人税制及び車体の税制を

はじめ地方税制について，割と重要な制度改正
の議論が進んでいくということを頭に置いてい
ただければと思います。説明は以上でございま
す。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございます。わずか２時間
でこれだけの課題を議論するのおよそ不可能な
ことです。これから神山さんと八塩さんのご意
見を伺いたいのですが，確実に３時４０分になっ
てしまいます。両審議官，もうしばらくこの場
にいていただけますでしょうか。フロアの皆さ
んもいましばらくお付き合いを頂きたいと思い
ます。それでは，神山さんからお願いいたしま
す。
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―――――――――――――――――――――

Ⅵ．個別税制の現状と課題につい
ての討論

（神山） それでは，時間も押しておりますの
で，手短に両審議官にそれぞれコメント及び質
問ということで，２点ずつお伺いしたいと存じ
ます。

〔消費税と法人税の改革について〕
まず，藤井審議官には，消費税と法人税の改

正についてお伺いさせて頂きます。消費税につ
きまして，軽減税率については，今後，国と関
係者の間で議論を深めていくということなので
すが，理論サイドからしますと，軽減税率はな
かなか正当化しづらい，もしくは正当化できな
いと考えている研究者が多いように思われます。
一方で，低所得者への何らかの配慮は必要だろ
うという国民の声がもしあるならば，軽減税率
よりも，より小さな財政負担で最大限の効果を
発揮できるような他の政策の選択肢がありえる
のではないかということです。１つの例として
は，定額給付もそうだと思いますし，他の社会
保障制度とのセット，先ほど社会保障関連法と
セットで考えていくのだというお話がございま
したが，むしろ低所得者対策という意味では，
他の制度を上手く使った方が有効ではないかと
いうことです。
これは質問なのですが，軽減税率は様々な問

題を抱えています。例えば，線引きの問題，イ
ンボイスの問題，簡易課税をどうするか，免税
事業者をどうしていくかなどの問題がございま
すが，政策実務もしくは現場において，これは
難題なのだろうとお感じの問題点があれば，お
教えいただきたいと存じます。
２点目は，法人課税改革でございます。税率

の引き下げ，課税ベース拡大が検討されており
ますが，より本質的な課題というのは税制の中
立性をいかに高めていくかということではない

かと考えられます。いろいろな意味での中立性
がありますが，ここでは国際課税と少し絡めて
お伺いさせて下さい。日本の法人税は，全世界
所得に課税した上で外国税額控除を与えるとい
うアメリカのような法制度です。一方で，ヨー
ロッパ諸国は，国外所得免除方式（テリトリア
ル・システム）を前提にしております。
日本の国際競争力を考えたときに，今後もア

メリカ型の全世界所得課税を中心に考えていく
のか，もしくはイギリスのように別の方向に舵
を切っていくべきなのかを議論する必要がある
と感じております。国際課税の文脈で中立性と
いったときに，資本輸出の中立性，資本輸入の
中立性，資本所有の中立性，いろいろな中立性
がございますが，日本の法人税を改革していく
中で今後どこに着目していくのか，中立性とい
ったときに資本輸入なのか，資本輸出なのか，
そういった点に関して，政策実務において何か
ご議論などございましたらご教示いただければ
と存じます。

〔所得型付加価値税のメリット，デメリット〕
次に，青木審議官への質問でございます。外

形標準課税は大変大きな課題であると存じます。
税制の中立性の観点からも，理論的には魅力的
な選択肢なのですが，先ほどいわゆる日本で言
う消費税，間接税の付加価値税と一緒にしてほ
しくないというお話がございました。まさに付
加価値と言ってもいろいろなパターンがあって，
大きく分けると３種類ございます。日本で言う
消費税は，いわゆる消費型付加価値税でござい
ます。それに対して，外形標準課税で現在議論
されているものは，所得型付加価値への課税で
あると理解しております。租税の中立性という
観点からは，１９４９年の第一次シャウプ勧告も提
言していたように，「消費型付加価値」への外
形標準課税の方が優れていると考えられます。
しかし，外形標準課税を巡る現在の議論におい
て，投資をしたときに全額即時償却（expens-
ing）を認める「消費型付加価値」ではなくて，
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（１９５０年の第二次シャウプ勧告における一部修
正のごとく）現行の所得税法のように減価償却
を毎年毎年認めていく「所得型付加価値」に着
目して制度を検討されている，何か政策的な背
景などございましたら，教えていただければと
存じます。メリット，デメリットあるかと存じ
ますので，ご教示いただければと思います。

〔税源の偏在性〕
２点目ですが，法人課税というのは，国際的

な競争にさらされているだけではなくて，国際
的な租税回避とも密接に関連している分野かと
存じます。国際的な租税回避に機動的かつ実効
的に対応していくためには，国税化してマネー
ジするのに対し，地方にはより安定的な財源を
利用してもらうことも検討に値するかと考えら
れます。地方消費税は１つの案かもしれません。
法人税は，国際的な問題に常に対処しなければ
ならず，個々の自治体ではなかなか対応しづら
い面もあるかと存じますが，その点についても
し何かありましたらお教えください。場合によ
っては，法人課税を国税化してそれを再分配す
るということも可能かもしれませんが，その点
についてお考えなどございましたら，ご教示い
ただければと存じます。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。それでは八
塩さん，お願いします。
―――――――――――――――――――――

（八塩） ありがとうございました。では，両
審議官に１点ずつ質問させていただきます。

〔消費税の軽減税率〕
まず，財務省の藤井審議官ですが，消費税の

軽減税率の件です。これについては，先ほど神
山先生もおっしゃっていたとおり，かなり反対
論も強いと思います。これに関してさらに１点
なのですが，軽減税率導入の際には，ヨーロッ

パなどで使われている「インボイス制度」が必
要ではないかと思います。インボイスは軽減税
率とは無関係に本来，導入すべきともいわれて
おり，それ自体に反対ではないですが，ただ，
インボイスを導入すると非課税業者が取引から
外されてしまうといった問題がヨーロッパでは
報告されているようです。こうした問題は少な
くとも一般にはあまり知られていないと思いま
すので，制度に関して周知徹底が必要だと思い
ました。

〔固定資産税の償却資産課税について〕
次に総務省の青木審議官です。固定資産税の

償却資産課税のご説明がありましたが，私は個
人的にこの税は地方税としてあまり望ましくな
いと思っており，その点からのコメントです。
総務省の資料52によると，山梨県大月市や静

岡県御前崎市では税収の４割以上が償却資産か
らの税収になっています。これはおそらく工場
や橋などではないかと思いますが，これだけ税
収が偏りますと，市の公共サービスにも大きな
違いが出てくるのではないかと思います。また
工場を立地するときも，例えば御前崎市かその
隣かというときに，経済効率的にはどちらでも
いいようなときでも，どちらに来るかで市の税
収に非常に大きな影響を与えます。その結果，
どうしても工場を隣町でなくわが町に引っ張っ
てこいとなり，公共サービス水準はその成否次
第となってしまいますが，やはりこうした地方
の財政運営は望ましくないと思います。今すぐ
これをなくすのは難しいとしても，長期的には
やはり少し考えるべきではないかと思いました。

―――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。それでは，
藤井審議官お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔軽減税率の課題〕
（藤井） 両先生から軽減税率についての課題，
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それからインボイス制度についてどう考えるか
というご質問を頂いています。軽減税率の課題
は幾つもあると思うのですが，実務的にはやは
り線引きをした際に，その限界領域について軽
減税率なのか，標準税率なのか，それぞれの
個々の商品についての判断が難しいケースがあ
るだろうということと，実務上それらを全て区
分経理していかなければいけないという事務上
の負担が指摘されているところでございます。
消費税については，消費者が最終的には負担す
るわけですが，納税義務者は非常に多くの事業
者でございます。現在単一税率の下で請求書等
保存方式というかなり簡便な方式でやっており
ますが，これが軽減税率を導入いたしますと事
業者の方で軽減税率対象か標準税率かという区
分を全ての商品についてする必要があります。
そして，それを区分して経理するということに
なります。この辺が導入の難しさです。あとは，
多くの税収が失われることになり，なおかつ高
所得者ほど税率低下のメリットを受けることに
ついてどう考えるかという問題も出てこようか
と思います。
そして，インボイス制度につきましては，事

業者において区分経理し，納税額を計算すると
きに，実はインボイス方式がかなり簡便な方法
だということがございます。時間の関係で今こ
こで説明することはできませんが，６月５日に
与党から示された資料には，その辺の詳細な分
析も載っております。単一税率の場合には請求
書等保存方式で何とかなるわけですが，複数税
率になった途端に，先ほど申し上げた区分経理
事務というのが膨大に発生します。しかし，イ
ンボイス方式を入れれば，事務負担の増加を抑
えられるという仕組みであると考えております。
なおかつ売り手と買い手の側で税額について

の相互けん制が働くので，適正な課税という観
点からもインボイス制度は非常に優れた制度に
なっています。そういう観点から，ヨーロッパ
ではおしなべてインボイス方式が採られている
という事実がございます。その辺も含めて，軽

減税率を入れるときには，いずれにしても事務
負担は相当にかかりますので，それをどういう
ふうにこなしていくのがいいのかということを
国民的にまだまだ議論いただく必要があるのか
なと思います。その辺の論点は，繰り返しにな
りますが，６月５日の資料で与党の方から全部
示されているという状況にございます。

〔法人税の課税方式〕
それから，法人税の課税方式について，神山

先生の方からご指摘いただきました。イギリス
でテリトリアル方式，国外所得免除方式を採用
しており，日本とは違う方式でございます。ま
た，アメリカは全世界所得課税を採用しており
ます。この国外所得免除方式は，内国法人の国
外所得について，自国で課税は行われないけれ
ども，相手国で負担した税額も調整しないとい
うことになりますので，相手国の税率が自国，
日本の税率よりも低い場合には，企業の負担は
軽くなるというようなメリットがございます。
一方で，相手国の税率が自国，日本の税率を超
える場合には，企業の負担として残ることにな
りますので，現行制度よりもむしろ不利になる
というケースもあると思います。また，海外支
店の欠損金を国内源泉所得から控除できないと
いうようなことも考えられるものですから，企
業の負担という観点から，メリット，デメリッ
ト両方あるということになります。一方で世界
の潮流というのも当然ありますから，いずれも
勘案しながら考えていくべき問題だと思います。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
（林） ありがとうございました。それでは，
青木審議官お願いいたします。
―――――――――――――――――――――

〔所得型にしている理由〕
（青木） 神山先生からの，外形課税が付加価
値に課税しているのですが，それが所得型にな
っている背景についてご質問をいただきました。
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その所得型にしている理由ですが，かなり昔に，
消費型も含めて議論がなされたときに，相当書
類の整理，帳簿の整理に手間がかかるという指
摘がありました。いまや消費税が導入されてい
るので，そこの事務は多少軽減されると思いな
がらも，消費税と違う取り扱いをしなければい
けない項目が結構あるだろうと想定されると，
これは何なのかということになる懸念が１つで
す。
それから，先生ご自身がご指摘されましたよ

うに，所得型ですと減価償却で見るのに対し，
投資をいつするかによって大きく変動する話に
なる消費型の方は不適切なのではないかという
方向で，税制調査会でも議論されたと記憶され
ています。ただ，消費型の方が国際競争力とい
う観点では得なのではないかと，賢い経済界の
方が指摘されてきていることも事実だろうと思
います。そういう制度の設計上の問題もさるこ
とながら，企業活動の応益性との関係で税をご
負担いただくのだという理念からすると，所得
型の方がやはり説明しやすいと思っています。
ですので，今後ともこの所得型の考え方をベー
スに，外形課税について考えていくのではない
かなというふうに思っています。
それから，法人課税については，やはりいろ

いろ逃げてしまうとかそういうこともあり得る
ので，国際租税との関係もあることからすると，
もう国税にしてしまったらどうかというお話が
ありました。国際課税との関係も含め確かにな
かなか難しい要素もあるということと，変動し
たり偏在したりするという課題があります。あ
るのですが，しかし一生懸命企業誘致努力をし
て企業が立地して，そこに雇用が生まれ，そこ
の従業員のためのサービスを提供してきた自治
体側の立場というのも頭に置きつつ，また，そ
の外形課税がある程度拡充されていくと，やは
り事業税部分は完全な独自課税になっていくと
いうことも頭に置かなければいけないかなと思
います。ただし，かなり偏在しているというこ
ともあり，２６年度改正で行った法人税割につい

て国税化するのを深掘りしなければいけないと
いうことだとすると，結果，神山先生の指摘の
とおり，一定部分，国税の方になっていくわけ
です。ただ，どこかで法人税割についても，歯
止めといったものがあるのではないかというふ
うに思います。

〔固定資産税の償却資産課税について〕
それから，八塩先生から頂いた償却資産課税

についてです。償却資産を持つ企業がどこに来
るかが全てになってしまい，健全な財政運営も
含めた自治体の行動との関係でどうかというお
話がありました。
資料には，償却資産に係る税収の割合が高い

市というのを４つ並べていますが，この４つと
も発電所なのです。御前崎市は浜岡原発なので
す。発電所はどちらかと言うと迷惑施設という
感じもあるし，特に原発はそうですが，この税
収があるからいいよねというよりは，それ以外
に電源立地の交付金が来たり原発はさらなる交
付金も来たりということで立地された話ではあ
るとは思うのです。ただ，ご指摘のことが一般
論としては法人税割も併せて考えると，ある程
度あるということも事実なので，そこは言われ
たことを頭に置かなければいけないとは思いま
す。
ただ，そういうようなことが一定程度起きな

いように，人口規模ごとにこの償却資産にかか
る税収が一定以上になってしまったらその部分
は県の方に課税権が行くという仕組みを固定資
産税には制度上設けているのです。そこで税源
の偏在を防ごうという仕組みが実はあります。
そういうことで，小さなところに大きな償却

資産がどーんと行って，そこがうはうはという
ことではなくて，ある一定以上の部分は県全体
でという仕組みは一応設けてはいます。ただ，
それもさることながら，全体として当該団体の
財政運営というのは税だけで賄われているわけ
ではなくて，税では足りない部分を交付税で賄
っているわけです。多分この１～４までの大月
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市，御前崎市，富津市，阿南市の中で不交付団
体は御前崎市だけなので，発電所があって大き
な償却資産があることで完全にうはうはという
状況ではないことを考えると，地方財政全体の
中でのいびつの程度は，ある程度のところまで
で収まっているのかなと思うのです。ただ，物
を考える目線として，こういう目線も頭に置く
べきではないかというご指摘に関してはなるほ
どなと思いながらお話を伺ったところでござい
ます。
説明は以上でございます。

―――――――――――――――――――――

おわりに

（林） ありがとうございました。予定の時間
を過ぎております。私もいろいろお伺いしたい
と思う点もございます。ただ，司会という役割

上発言もできませんので，機会をあらためてお
聞きしたいと思います。
ここ数年，相続税改正，法人税も今後の税率

引き下げ，消費税に関しても税率を引き上げた
ということで，税制の改革が随分進んでいます。
ただ，まだ積み忘れや積み残しの課題がかなり
あることも事実です。とりわけ，社会経済情勢
がさまざまに変化している中で，税制を再構築
していく必要性は残っております。残された課
題につきましては，租研が毎年まとめておりま
す意見に記されています。今日この場で取り上
げられなかった問題もこの意見書にはたくさん
含まれております。資料も付けていますので，
ぜひご覧いただいて，今後の日本の税制に考察
を加えていただければと思っております。
今日，４人の方々，熱心な議論をしていただ

きました。ここであらためてお礼の拍手をした
いと思います。ありがとうございました。
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１ はじめに

おはようございます。本日は「税制における
交際費の意義と課税のあり方」というテーマで
報告をさせていただきます。
「税制における交際費の意義と課税のあり

方」を報告のテーマとして取り上げようと思い
ましたのは，既に「ご案内」にも書きましたよ
うに，平成２６年度税制改正において交際費課税
につき前年度に引き続いて改正が行われ，マス
コミ報道だけでなく税法関係の雑誌などでもい
ろいろと論考が出され，社会の注目を集めてい
ることがきっかけなのですが，そういう中で交
際費課税について少し勉強したところ，これは
昭和２９年に創設され今年で６１年目，人間でいえ
ば還暦という節目の年なので，この機会に交際
費課税についてもう一度勉強し直してみようと
考えた次第です。還暦というと，人間でいえば
めでたいことであると，皆さんお祝いをされる
わけですが，交際費課税が還暦ということで，
これをめでたいと思ってお祝いされるかどうか
は，皆さん一人一人のご判断にお任せします。
ここでは，そういう節目の年であることだけを
まず申し上げておきます。

本日は交際費課税について，交際費を支出す
る側の問題を中心にお話ししようと思います。
もっとも，交際費課税を広い視野からみると，
交際費を支出する側と，交際費による利益を受
ける側の両方にわたって検討すべきではないか
と思っています。本論に入る前に，この点につ
いて少しお話しさせていただきます。
まず，支出する側ですが，これが法人であれ

ば租税特別措置法６１条の４の，いわゆる交際費
課税で法人税の問題になります。ここでは「狭
義の交際費課税」と呼んでおきます。それから
最近裁判例において注目を集めている，事業所
得者の交際費課税があります。これは所得税に

１０月１日�・午前報告

谷口 勢津夫
大阪大学大学院高等司法研究科教授

税制における交際費の意義と
課税のあり方
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おいて家事費排除との関係でしばしば問題にな
ります。さらに給与所得者については，特定支
出控除の範囲が拡大され交際費も特定支出に含
まれることとなったこととの関係で，控除限度
額を超えると特定支出として控除されないとい
う意味での交際費課税もあると思います。これ
も所得税の問題です。
他方，交際費の支出による利益を享受する側

をみますと，まず，交際費を支出する者は，当
然その支出によって収益獲得を考えているわけ
ですから，収益が帰属する者すなわち支出者自
身が，交際費による利益を享受することになり
ます。その収益が法人に帰属すると益金になる
ので法人税の問題になりましょうし，個人の場
合は収入金額に算入されて所得税の問題になっ
てくると思います。
それから支出の相手方といいますか，法律上

の言葉を使えば事業関係者，あるいは特定支出
に関しては職務関係者といえばよいと思います
が，こうした相手方が交際費による利益を享受
する場合，その利益は，所得税法３６条１項の括
弧書にいう「経済的な利益」に該当することが
あり，収入金額に算入され所得税がかかってく
ることがあります。
また，交際費が直接，事業関係者あるいは職

務関係者に支出される場合もありましょうが，
多くの場合は，事業者が営むお店での接待等を
通じて相手方たる事業関係者等が利益を享受す
ることになり，そのような場合には，事業者の
方で消費税の課税も問題になるでしょう。その
ような消費税課税の性格付けとして，事業関係
者あるいは職務関係者が，消費者の立場で経済
的利益を受けて所得税の課税を受けていれば格
別，所得税の課税を受けない場合には，そのよ
うな消費税の課税は所得税課税の代替課税の意
味なり性格を持つことになると思います。
ちなみに，先ほど所得税法３６条１項の括弧書

の規定にいう「経済的な利益」について触れま
した。この経済的な利益としては，例えば債務
免除益が例に挙げられることがありますが，そ

れ以外に，今お話ししたような交際費による接
待等を受けた場合にも，経済的な利益の享受が
問題になります。所得税法３６条２項では，経済
的な利益については，これを「享受」する時に
おける価額が収入金額とされるのですが，その
ような経済的利益の「享受」には，所得概念と
の関係で，「消費型享受」と「蓄積型享受」の
２つのタイプがあると考えるところです。所得
は消費プラス蓄積という式で表されるわけです
が，経済的利益も所得である以上，消費型の経
済的利益と，蓄積型の経済的利益があると考え
ます。消費型の経済的利益の「享受」すなわち
「消費型享受」は，役務の無償受入れによる経
済的利益のように享受と同時に消費される経済
的利益の享受のことであり，交際費による接待
等を受けた場合の経済的利益の享受がこれに当
たります。なお，これに対して，蓄積型の経済
的利益の「享受」すなわち「蓄積型享受」は，
純資産増加説にいう「負債」の減少による経済
的利益の享受のことで，先に挙げた債務免除益
の享受がこれに当たります。本日の報告とは直
接は関係ないのですが，このようなことをなぜ
考えているかといいますと，収入金額の計上時
期あるいは所得の年度帰属の問題との関係でこ
れまで議論がされてこなかった経済的利益につ
いて，最近，そのような２分類に即して計上時
期を検討してみようと考えていたところでした
ので，その分類を交際費に関しても使ってみた
のです。

２．法人税における交際費課税

２―１．交際費課税（狭義）の沿革

２―１―１．創設前期
さて，本日の報告では，冒頭にも申し上げま

したが交際費課税の全体構造のうち支出者側の
制度やそれに絡んだ裁判例を検討しようと考え
ています。私自身は法律しか勉強していない人
間なので，特に実定法の解釈論を中心にお話し
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しようと考えています。
まず，法人税における交際費課税からお話し

したいと思います。まず交際費課税の沿革から
みておきますと，ここでは制度の詳細について
は特に触れませんが，詳しいところはレジュメ
（文末掲載）４ページの上の方に，参考文献と
して４人の方の文献を挙げておりますので，そ
れらを参照していただければと思います。ここ
では，制度の細かい中身や具体的な詳細につい
てはお話しするのではなく，むしろその時々の
交際費課税の基礎にある考え方を整理してみた
いと考えておりますが，先ほど挙げた文献を参
考にしながら幾つかの期に分けて，その時々の
交際費課税の基礎にある考え方についてお話し
していこうと思います。
交際費課税がわが国で公式に登場したのは，

昭和２８年の法人税法の改正案においてです。こ
のときは，現在のように租税特別措置法ではな
く法人税法本法において，しかも恒久的な規定
として設けるという提案がなされました。これ
は寄附金課税に準ずるような規定として交際費
課税の規定を設けるという提案であり，限度額
を超える額の２分の１を損金に算入しないこと
とするというものでした。これに対して寄附金
は，限度額を超えたら全額損金不算入になって
いました。交際費課税の方は，限度額の性格か
らしても，それを超えた２分の１が損金に算入
されることからしても，事業経費性を実体的に
認めることが前提になっていたと思います。こ
れに対して寄附金は，そもそも経費性があるか
どうかが曖昧で，それを限度額以下であれば一
律経費性があると一種擬制したような定め方に
なっていました。昭和２８年当時は，交際費は事
業経費であるという前提で規定が定められ，寄
附金については経費性が曖昧であることから一
種擬制をしているという扱いでした。現在の規
定振りをみますと，平成２６年度の税制改正後は
変わりましたが，それまでは交際費は，中小企
業を除いて全額損金不算入でしたが，寄附金は，
限度額の範囲内であれば損金に算入するという

扱いになっていたことからすると，印象として
は，昭和２８年当時の考え方と現在とでは「逆転
現象」がみられるのではないかという気がしま
す。
このような提案に対して経済界が猛烈に反対

しました。反対論が指摘した問題点を，レジュ
メには３つ書いておきました。まず，企業の資
本蓄積を充実させることを目的として，交際費
を損金不算入にすることが提案されたのですが，
交際費を損金不算入にすれば本当に資本蓄積が
促進されるのかという，懐疑的な見方が１つあ
りました。それから，そもそも交際費は事業経
費ですが，それを否認し，しかも一種の形式基
準で限度額を設けて，それを超えた部分は２分
の１しか損金に算入しないとして，事業経費性
について否定的な取扱いをするのは不合理であ
るという考え方です。さらに，後でも少し触れ
るように，交際費は使途不明金との関係でよく
問題にされることがありますが，使途不明金に
ついては昭和２５年の法人税基本通達の２６９で，
既に損金不算入にするという扱いがなされてい
ましたので，それで十分ではないかという考え
方もありました。これらが反対の主たる理由で
したが，当時の政治状況も有名な「バカヤロー
解散」があった時代なので，導入が見送られる
ことになったのです。
導入しようとした法人税法改正案の基本的な

考え方として，現在でもいわれるように，交際
費は冗費・濫費だから，これを抑制するという
考え方が基礎にあったと考えられます。そうい
う考え方を，ここでは「冗費・濫費抑制思考」
あるいは縮めて「冗費・濫費思考」と呼ぶこと
にします。この冗費・濫費思考の特徴を，２点
ほどにまとめておきたいと思います。
冗費・濫費思考の特徴の１つ目として，まず

政策手段的な色彩が強いのではないかというこ
とです。レジュメには「政策手段的色彩」と書
きましたが，その後，「中間目的的色彩」が強
いといった方がよいのではないかとも考えるよ
うになりました。つまり，終局目的は別にある
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けれど，それに至る中間目的の色彩が強いとい
ってもよいと思います。いずにせよ，問題は，
政策手段としての，あるいは中間目的としての
交際費課税によって達成しようとする政策目的
なり終局目的は何なのかですが，これは時代の
要請により変化してきたとみてよいと思います。
後で述べますように，当初は企業の資本ある

いは内部留保を充実させることが目的でした。
さらに，現物給与の代替課税という目的もあり
ました。それからもっと後になれば，赤字法人
対策の一環として交際費課税の位置付けを強化
するということもありました。それからバブル
期になりますと，多額の交際費が支出されるこ
とによって，市場における公正な取引あるいは
価格形成が阻害されることを防止するのも，交
際費課税の目的としていわれたことがあります。
さらにもう少し時代が下がると，バブルが崩壊
して景気が後退した後は法人税収の減少に伴い，
税収確保の目的も前面に出てきたのではないか
と思います。そして最近では，逆に冗費・濫費
思考の緩和によって，経済活性化を図ることも
考えられています。このように，その時々の時
代の要請によって交際費課税の位置付けや性格
も変わってきたとみてよいと思います。
冗費・濫費思考のもう１つの特徴は，そもそ

も冗費・濫費といいつつも，やはり交際費は事
業経費であることが前提になっているというこ
とです。レジュメ３ページには臨時税制調査会
の昭和３１年の答申の一部を抜粋しています。こ
れは交際費課税が導入された後の答申ですが，
冒頭では「もとより，これら交際費の相当部分
は，営業上の必要に基づくものであり，ただち
にその全部を濫費と称することはできない。」
と述べられています。やはり交際費は事業経費
であることが前提であって，その中で冗費・濫
費に相当するものを損金に算入しないという発
想が，当初はあったと思います。現在の法人税
法の中でも，例えば役員給与の損金不算入に関
する規定である法人税法３４条１項では，損金算
入される定期同額給与などを掲げておいて，そ

れらについて不相当に高額な部分は損金に算入
しないという規定振りになっていますが，その
ように不相当に高額という場合とよく似た発想
が，交際費課税において当初はみられたと考え
ます。

２―１―２．第１期～第６期
それでは次に移りまして，第１期です。先ほ

ども申し上げましたように，昭和２９年に交際費
課税が創設されましたが，このときは冗費・濫
費思考に基づいて企業の資本，内部留保を充実
させる目的で，交際費課税が時限立法で立法化
されたわけです。現在も時限立法です。ただ，
レジュメ３ページのその箇所の下にも書いてお
きましたが，「時限立法」ももう還暦を迎えま
した。恒久的な立法措置でも既に廃止されたも
のがある中で，６１年も続く「時限立法」とは何
なのだろうかと，私などは考えるところです。
立法のあり方も，検討を要する時期になってい
るのではないかという思います。
続きまして，第２期です。昭和３６年から４１年

までの間を第２期とする整理が多くの文献でな
されているので，それに従ってここでもその時
期を第２期としておきました。ここでは冗費・
濫費思考が強化されました。いわゆる社用族に
とって社用消費は現物給与に当たりますが，所
得税の側で課税が十分ではないので，法人税の
方で交際費課税を強化することとされたのです。
この点，先ほど申し上げましたように，事業関
係者のうち特に社員や役員に対する交際費につ
いては，交際費は本来は収入金額に当たるので，
いわゆる現物給与，フリンジベネフィットとし
て所得税を課税すべきであるという考え方が前
提にあります。その点については，先ほどの昭
和３１年の臨時税制調査会の答申の中でも，後半
の方で触れられていますが，所得税課税の適正
化の観点から，本来は所得税で課税すべきとこ
ろが，十分には課税されていないことから，法
人税で交際費課税を強化し，所得税の現物給与
に対する課税を代替する目的で，この時期，濫
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費・冗費思考が強化されたと整理できると思い
ます。
それから第３期は，昭和４２年から５６年の間で

す。この時期は，終局目的が資本の充実あるい
は社用消費に対する代替課税ではなく，そもそ
も交際費の支出自体を抑制することを目的にす
る方向に変わってきたと思います。交際費が増
加した分については全額損金不算入として，禁
止的な課税を行うこととし，対して，交際費が
減った分については全額損金算入を認めるとい
う，ムチとアメを使い分けて，交際費の支出そ
れ自体を抑制することに力点が置かれた時期と
整理できると思います。
第４期は，昭和５７年から平成５年の時期です。

この時期は，交際費の支出それ自体を抑制する
ことをもっと徹底させた時期だと考えられます。
その表れとして，記憶にも新しいところですが，
今年度の改正前の状態が実現したわけです。す
なわち，大法人については全額損金不算入にす
るという制度に変わりました。
ただ，交際費は，バブル崩壊後の平成５年以

降をみますと，国税庁の統計などによれば基本
的にずっと減り続けている状況にあります。こ
ういう状況下では，交際費について濫費・冗費
なので全額損金不算入として抑制することに，
どれだけの意味があるのか。あるいは，企業も
ガバナンスの問題として冗費・濫費をなかなか
認めにくい状況になってきたことからすると，
全額損金不算入にすることの意味合いが変わっ
てきたのではないかと思います。
そこで，私なりの整理ですが，平成６年から

平成１７年の時期を第５期として，冗費・濫費を
抑制することを手段あるいは中間目的として，
税収を確保しようとしてきた，あるいは法人税
の課税ベースを拡大しようとしてきた時期とみ
るべきではないかと思います。法人税収の推移
をみますと平成元年がピークで，それ以降若干
増えたり減ったりしていますが，基本的には減
少の傾向をたどっています。そういう状況の下
で，交際費を損金不算入にすることによって，

税収を確保する方向が取られてきたのではない
でしょうか。その１つの表れとも思われるので
すが，平成８年の税制調査会の法人課税小委員
会報告の中に，課税ベースの拡大に向けた取組
みの検討項目の１つとして交際費が取り上げら
れています。このように考えると，交際費が冗
費・濫費なので抑制するとか，あるいは当初い
われたような資本を充実させるというような目
的から，むしろ税収確保の手段として交際費課
税が捉えられるようになってきたのではないか
と思われます。
そして最後に，平成１８年以降から現在に至る

までを第６期としています。この時期において
は，先ほどからお話ししている冗費・濫費の思
考が緩和されました。この緩和によって何を目
的としているかというと，景気を刺激する，経
済を活性化するということだと思います。従来
は冗費・濫費思考を強化する方向だったのを，
方向転換して緩和に切り換えて，経済の活性化
につなげる方向が取られた時期とされるのでは
ないかと思います。
平成１８年に，１人当たり５，０００円以下の飲食

費を交際費から除外する措置が講じられました
し，平成２５年度は中小法人の控除限度額の引き
上げ等の措置が講じられました。さらに平成２６
年度税制改正では，１人当たり５，０００円超の接
待飲食費の５０％を損金に算入することを認める
措置が講じられることになったわけです。従来
の冗費・濫費思考を強化する方向から，緩和の
方向に向かわせることによって経済の活性化を
図ろうとしているというように整理しています。

２―２．交際費課税（狭義）の機能的
意義

以上，誠に雑ぱくではありますが，一応全体
の流れをみてきました。次に，交際費課税の機
能的意義について少しみておきたいと思います。
交際費課税は，さまざまな政策目的を達成す

るための手段として活用されてきたことを述べ
ましたが，その政策的な効果が達成されている
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かどうかの検証をする必要があろうと思います。
ただ，私には政策的な効果を検証するだけの情
報や資料が，そもそも能力もありませんので，
どうしたものかと困るところですが，平成２２年
度の税制改正でいわゆる租特透明化法，正式名
では「租税特別措置の適用状況の透明化等に関
する法律」が制定され，租税特別措置の適用実
態の調査の結果を国会に報告することが定めら
れました。それが昨年から提出され，今年の１８６
回の通常国会にも提出されています。ホーム
ページにも掲載されています。
この法律には，適用除外となる租税特別措置

が定められていますが，６１条の４は適用除外の
措置には入っていません。今年度の改正前の交
際費課税の適用期間は，平成１８年４月１日から
今年の３月３１日まででしたが，租特透明化法で
は，適用期間が終わった次の年の国会にこの報
告がなされると定められていますので，来年１
月の国会に提出される報告書では，交際費課税
の政策的な効果についての検証がされるものと
思います。私もそれを踏まえて，交際費課税の
機能的意義をもう一度考えてみようと思ってい
ます。
ちなみに，交際費課税は今年度税制改正で既

に延長が決まっています。延長は平成２８年３月
３１日までですので，平成２９年１月の国会に，そ
の間の効果の検証結果が出ると思います。そこ
までは決まっていますが，それ以降どうするの
かは，それらの検証を踏まえて検討されるべき
ことだと思います。
次に，交際費課税の効果として一般にいわれ

ることですが，先ほど沿革の中でも少し述べま
したように，全額損金不算入は禁止的な課税で，
交際費の支出を禁止するような効果を持つのは
否めないと思います。論者によっては，これを
「ペナルティー課税」と呼んで，交際費課税に
対して批判的な検討を加える方もおられます。
この禁止的あるいは制裁的課税の効果の意味

ですが，まず１つには，事業経費性を原則否認
することです。事業経費として投下資本の回収

部分について損金算入を認めないことになると，
事業経費を支出して得た収益には益金として課
税し，かつ，交際費は損金不算入になるわけで
すから，一種の二重課税の問題が生じていると
みてよいと思います。これを制裁的課税と呼ん
でいるのかもしれません。
もう１つには，制裁的という言葉のニュアン

スからすると，重加算税が課されるケースが多
いことも視野に入れて，そういうことがいわれ
ているのかもしれません。交際費課税が強化さ
れてくると，どうしてもそれを回避しようとす
るインセンティブが働きがちです。そうすると，
交際費は実務上は隣接費用との区別が難しく，
事実認定が難しい費用ですから，判定区分の困
難性からしても納税者と課税庁側との見解が食
い違って，場合によっては重加算税の要件に該
当すると判断されるケースもあろうかと思いま
す。最近の重加算税賦課の状況からすると，交
際費，期ずれ，横領が重加算税の３大事案とい
われていますが，交際費課税が重加算税の対象
になることが多いことから，制裁的な意味合い
を持つといわれるのではないかとも思います。
ところで，交際費課税の効果に関連して，１

点寄り道をしたいと思います。レジュメの５
ページで「交際費課税と違法支出論」と書いた
所です。先ほど述べましたように，交際費課税
は使途不明金との関係が問題になる場合もあり
ますが，そもそも交際費の中に使途不明金，さ
らには違法な支出が含まれているのではないか
という見方が以前から根強くあります。
違法支出というのは支出自体が違法なもの，

賄賂などがその代表例ですが，それと違法行為
を原因として支出されるものも，違法支出とい
います。違法支出については，わが国には見解
の対立があります。違法支出であっても，法律
の要件を満たしている以上は損金，所得税の場
合は必要経費に該当するという考え方と，もう
１つは，違法支出は不正な支出で公序に反する
から，法律の要件に該当したものであっても損
金性，必要経費性を認めないという考え方があ
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ります。大別してこの２つの考え方があり，い
ずれも有力説といってよい状況だと思います。
前者の，法律の要件に該当すれば，違法支出

であっても損金性を認めるという考え方は，租
税法律主義を重視する立場から支持されていま
す。最近の傾向として，租税法律主義が重視さ
れることは最高裁の判例においても明らかであ
ろうと思いますが，全体としてそういう状況に
ある中で，違法支出論に関しては，租税法律主
義を重視して，法律の要件に該当すれば損金と
して認める考え方が必ずしも貫徹されず徹底さ
れていないのは，非常に興味深いところです。
いわゆるアメリカのパブリック・ポリシーとい
う判例法理を参考にして，わが国でも不正な支
出は損金性を認めないという考え方は，特に検
察関係者などの間で根強いものです。
パブリック・ポリシー，公序の理論の考え方

を説く論者の中には，交際費課税が全額損金不
算入にされるのは，まさに交際費課税の中に違
法な支出が含まれていることを考慮しているか
らであるとして，交際費課税は公序の理論の観
点から正当化されるという評価をする方もおら
れます。このような評価によれば，先ほどまで
お話ししたこととは違った観点から，交際費課
税を検討することもできるということを指摘す
るにとどめさせていただきますが，そのように
交際費課税を捉えた場合は，交際費課税は，通
達で認められている使途不明金の課税や租税特
別措置法６２条が定めている使途秘匿金の課税に
接近してくると考えられます。

２―３．交際費課税（狭義）の法的意義

２―３―１．「交際費」に関する法令の定め
それでは本題に戻りまして，交際費課税の法

的意義に移ります。交際費に関する定めについ
ては，レジュメの５ページに租税特別措置法６１
条の４第１項と第４項を記載していますが，第
４項では，「交際費等とは，交際費，接待費，
機密費その他の費用で，法人が，その得意先，
仕入先その他事業に関係のある者等に対する接

待，供応，慰安，贈答その他これらに類する行
為のために支出するものをいう。」と定義され
ています。

２―３―２．「交際費等」の解釈
この交際費等に関する要件の解釈について，

レジュメの６ページでは，学説を大きく二要件
説，三要件説，五要件説の３つに分け，二要件
説については旧二要件説と新二要件説に分けて
整理しておきました。
二要件説というのは，支出の相手方と支出の

目的で判断するのですが，「新」と「旧」の違
いは，「旧」は接待等の行為を支出の目的とす
るもので，目的として行為の態様といいますか，
形式を問題にする点が特徴です。新二要件説の
方は，支出の目的として，接待等の行為により
事業関係者等との親睦の度を密にして，取引関
係の円滑な進行を図ることで，目的として行為
の内容を問題にする点に，その特徴があろうか
と思います。
三要件説は，支出の相手方としての事業関係

者と，支出の目的として新二要件説が説くとこ
ろに加えて，条文に書いてある接待等の行為と
いう行為の態様を要件として独立させて要求す
るものです。
五要件説というのはそれにさらに２つの要件，

すなわち，支出の金額が比較的高額であること
と，支出の性格が冗費・濫費性を有することを
付け加えるものです。５番目の要件については
価値判断の指標であって，それ自体が他と並列
的に論じられるものではなく，補足的な要件で
あるといわれています。
このように要件が多ければ多いほど，交際費

課税の範囲は狭く限定されます。それに応じて，
逆に事業経費としての控除の範囲が広がること
になります。事業経費を控除するということは，
所得課税の上ではいわゆるネットインカムに課
税する考え方で，純所得課税の原則と呼ばれま
すが，要件を多くするほど，純所得課税の原則
を尊重する方向に働くことになるわけです。
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では，最近の裁判例でどういう考え方が採ら
れているかですが，有名な萬有製薬事件をみて
おきますと，地裁段階では新二要件説が採られ
たのに対して，高裁段階では三要件説が採られ
ました。地裁と高裁は，レジュメ７ページの判
決引用部分のうち下線部の前の部分はほとんど
同じことを書いていますが，高裁の判決で注目
すべきところは，引用箇所の冒頭で「上記のよ
うな法文の規定や」として，法文の規定も考慮
している点です。そこが地裁と高裁の違いです。
要するに，法律の文言を重視して解釈するとい
うことを高裁は表明しているのだと思います。
では，どちらの説が支持されるべきかといい

ますと，私自身もそうですが，学説の多くは三
要件説が妥当であると考えているようです。租
税法律主義の下では，法律の規定は厳格に解釈
しなければならないのですが，この厳格解釈の
意味は，解釈の方法として文理解釈を重視する
ということです。このような考え方は，最近の
最高裁の判例にもみられます。ホステスの報酬
に対する源泉徴収に関する事件において，最高
裁が平成２４年３月２日判決の中で，「租税法規
はみだりに規定の文言を離れて解釈すべきもの
ではない」と判示したように，最高裁も厳格解
釈，文理解釈を重視する姿勢を明らかにしてい
ます。これは，租税法律主義を尊重する姿勢を
明確に示したものであると考えられます。
そういう観点からすると，租税特別措置法６１

条の４が，「接待等」として明文で行為の態様
について規定している以上，これを無視して交
際費課税について判断することはできないと考
えられます。３つ目の，行為の態様の要件も考
慮して交際費等の意義を解釈すべきです。その
意味で，三要件説が妥当であると考えられます。

２―３―３．三要件の各要件の個別検討
レジュメ７ページの見出しには「三要件の各

要件の個別検討」と書きましたが，実は２つし
か検討していません。
まず，「事業関係者等」について，その範囲

がどこまでかというときに問題になるのが，次
のページにあります法人の役員や従業員，株主
等です。特に役員や従業員については，いわゆ
る社内交際費が認められるかどうかの問題があ
りますが，この点，通達で法人の役員や従業員
も含むとされており，社内交際費も交際費の範
囲に含まれると一般に解されています。このよ
うな理解について，成和工業事件の大阪高裁平
成５年８月５日判決も，これを支持しています。
ただ，平成１８年で５，０００円以内の飲食費が損

金不算入の交際費から除外され，また，今年の
改正で５，０００円を超える接待飲食費が２分の１
まで損金算入の扱いを受けることになりました
が，社内飲食費はそれらには含まれず損金不算
入とされることが明文の規定で示されています。
国税庁も，交際費等，特に飲食費に関するQ&
Aを出して，ホームページ上でもその取扱い
を示しています。飲食費の取扱いが実際上問題
になることが多いとの認識の下，Q&Aを公表
しているのだろうと思います。
要するに，飲食費については，役員や従業員

の消費の側面が強いということが問題です。飲
食費が所得税法３６条１項にいう経済的利益であ
ることは原則として否定できないので，本来は，
先ほど述べた昭和３１年の臨時税調答申がいうよ
うに，所得税課税を適正化して，その経済的利
益に対して所得税を課税することが筋だと思い
ますが，しかし，これは言うは容易いのですが，
やはり執行面で非常に大きな困難を伴うと思い
ます。経済的利益の享受に対して，所得税の課
税が不十分であるが故に交際費課税をせざるを
得ないので，社内飲食費は別扱いにされている
ということだろうと思います。
所得税は執行が困難な税であるということは，

以前からいわれてきました。所得税は公平な課
税を実現する意味で理論的には優れた税ではあ
りますが，執行上どうしても所得の把握が難し
い場面があります。この点は消費税が導入され
た当時にも議論されました。所得税だけでは公
平な課税が十分には達成できないから，消費税
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でその部分をカバーするというような論法です。
所得税では実際上課税されないような経済的利
益も，消費という形で納税者に帰属するので，
消費税による課税を受けるというような，いわ
ゆる代替課税が消費税導入時にも消費税の正当
化の一環として議論されました。社内飲食費に
ついては交際費課税でカバーすると同時に，他
方で消費税の問題として代替課税の観点からの
検討も必要ではないかと思います。
次に，交際目的です。交際目的の要件につい

ては，先ほど述べた萬有製薬事件の判決が判示
しているところが妥当すると思います。この要
件については，レジュメ９ページに掲げた遊園
地優待入場者交際費事件の東京高裁平成２２年３
月２４日判決も，特に目新しい判断を示している
わけではありません。この事件は，むしろ，交
際費課税が非常に拡大している状況を示す１つ
の例として取り上げてみようと考えたところで
す。交際目的がここで取り扱っている論点なの
で，レジュメ１０ページではその部分の判示に実
線で下線を引いていますが，その上に破線で下
線を引いている部分の判示が非常に興味深く，
また，問題であると思います。
遊園地が関係者に無料で利用できる優待入場

券を配る場合，その優待入場券を作るのに直接
要する費用であれば交際費になることは認めら
れましょうが，裁判所は，それにプラスして，
下線の部分に書いてあるように，遊園地がサー
ビスを提供するのに関連するような原価も，施
設の減価償却費も含めて，交際費に含まれると
いう判断を示したのです。非常に珍しいという
か，興味深い判断ではありますが，優待入場券
を利用する人数で原価を頭割りした分を，交際
費として損金不算入にするとされてはいるもの
の，交際費の概念がここまで拡大されると，法
律の予定している範囲を超えるのではないかと
いう疑問を持っています。

３．所得税における交際費課税

３―１．所得税における交際費

法人税の話は以上で終えまして，次に，本日
の報告のもう１つの狙いである，所得税におけ
る交際費課税の検討に移ります。
所得税における交際費につきましては，家事

費あるいは家事関連費との関係が重要です。レ
ジュメの１０ページに，植松守雄先生の論文を引
用しておきましたが，その冒頭で，「同じ支出
のうちに両要素［報告者注：必要経費と家事
費］の混在が認められるものの，その合理的分
別がほとんど不可能に近く，しかも一般に家事
費的色彩が強い費用がある。」として，そのよ
うな費用の代表的な例として交際費を挙げてお
られます。交際費については，「ほとんど必然
的に個人的消費の要素が混入する接待交際費」
と述べておられますが，要するに，家事費との
合理的分別がほとんど不可能に近いとされてい
るのです。所得税において交際費は，家事費排
除の観点からすると，その必要経費算入は難し
いということでしょう。

３―２．事業所得者に対する交際費課税

３―２―１．必要経費と家事費
そういう考え方が，現行所得税法の基礎にあ

ると思います。現在の所得税法は昭和４０年に全
文改正されましたが，規定の整備に当たって，
昭和３８年に税制調査会が答申を出しています。
今日報告している点との関係でいえば，家事費
との関係が強い費用をどう扱うかについて，レ
ジュメ１１ページに引用しているところをご覧く
ださい。
まず，「費用収益対応の考え方のもとに経費

を控除するに当たって，所得の基因となる事業
等に関係はあるが所得の形成に直接寄与してい
ない経費又は損失の取扱いをいかにすべきかと
いう問題」については，２つの考え方があると
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されています。１つは，「純資産増加説的な考
え方に立って，できるだけ広くこの種の経費又
は損失を所得計算上考慮すべしとする考え方」
です。これは，法人税における取扱いの方に所
得税における取扱いを近づけていく方向性を示
す考え方です。もう１つは，「家事費を除外す
る所得計算の建前から所得計算の純化を図るた
めには家事費との区分の困難な経費等はできる
だけこれを排除すべしとする考え方」です。家
事費との区分が問題になる交際費の扱いについ
ては，後者すなわち家事費排除を原則とする考
え方を強く打ち出して，現在の所得税法ができ
ていると考えられます。
次に，碓井光明先生の論文もその下に引用し

ておきましたが，そのような考え方が現行所得
税法の基礎にあると理解されているものと思い
ます。碓井先生の論文で興味深いのは，アメリ
カの制度を参考にして，所得税において交際費
の必要経費算入について限度額を定める制度が
考えられてもよいと述べておられる点です。こ
のような考え方は，後で述べます特定支出のう
ち勤務必要経費について採用されているとみる
こともできると思います。
ともかく，所得税法においては，交際費は家

事費として必要経費から排除する考え方が強い
と思います。事業所得者の交際費の必要経費算
入は，基本的には，これまで非常に狭く捉えら
れてきたと思います。ここで問題となる必要経
費は所得税法３７条１項の後半に定められている
必要経費です。所得税法３７条１項には前半と後
半があって，原価性のあるものと，非原価項目
とが定められていますが，後半の方がいわゆる
一般対応の必要経費で，これについて，交際費
との関係が問題になります。
なお，レジュメ１２ページの所得税法３７条の引

用部分の下には，所得税法４５条と所得税法施行
令９６条の規定を引用しておきましたので，ご参
照ください。

３―２―２．一般対応の必要経費に係る業務関連
性要件の解釈

では，どういう要件をもって交際費の必要経
費算入を排除してきたかというと，レジュメの
１３ページでは二要件説と書いておきましたが，
一般対応の必要経費につきましては，法文上は
「所得を生ずべき業務について生じた費用」と
書かれているので，その費用が業務関連性を有
することが要件となっているのは法文上明らか
ですが，それにプラスして業務との直接関係性，
あるいは直接関連性を要求するのが，ここでい
う二要件説です。これが従来の課税実務であり，
裁判例の立場であったと思います。レジュメの
１３ページから１４ページにかけて裁判例を２つ挙
げておきました。
広島地裁の平成１３年１０月１１日判決では，必要

経費の控除は投下資本の回収部分には課税しな
いことがその趣旨である旨を述べた上で，「販
売費や一般管理費のような一般対応の費用につ
いてだけ，業務との関連性を緩和し，単に業務
と関連ないし付随した支出を必要経費として認
め，これを控除の対象とするのは相当ではなく，
所得税法３７条１項の『その他これらの所得を生
ずべき業務について生じた費用』にいう『業務
について』とは，直接に関連しての意味に限定
して解するのが相当である。」と判示していま
す。このように，一般対応の必要経費について
業務との直接関係性あるいは直接関連性を要求
し，交際費については，「所得税法上，交際費
は業務との直接関連性を要求されていると理解
すべきである。」として，業務との直接関連性
がないものは必要経費に算入しないことを明ら
かにしています。
そして２つ目の，平成２３年８月９日の東京地

裁判決ですが，これは有名な，弁護士会役員の
懇親会費などが必要経費に当たるかどうかが争
われた事件です。この判決は所得税法３７条と４５
条１項，施行令９６条１項を挙げて，これらの規
定から，当該支出が所得を生ずべき事業と直接
関係し，かつ，当該業務の遂行上必要である場
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合に必要経費算入を認めるという判断を導き出
しています。従来の課税実務と同じ判断であっ
たと考えられます。
ところが，控訴審の，平成２４年９月１９日の東

京高裁判決では，レジュメ１４ページの引用部分
のうち前半部分の所得税法３７条や４５条，施行令
９６条を引用している１０行目の「趣旨や所得税法
等の文言に照らすと」までは地裁判決と同じ表
現ですが，そこから先が違っています。「ある
支出が事業所得の金額の計算上必要経費として
控除されるためには，当該支出が事業所得を生
ずべき業務の遂行上必要であることを要すると
解するのが相当である。」と判示されています
が，そこには「直接関係することを要する」こ
とは抜け落ちています。その根拠というか理由
は，その下の下線を引いた部分の下から２行目
の「事業の業務と直接関係を持つことを求める
と解釈する根拠は見当たらず，『直接』という
文言の意味も必ずしも明らかではない。」とい
うところにあると考えられます。
所得税法３７条１項の規定をレジュメ１２ページ

の上の方に掲げて，前半部分と後半部分がある
と先ほど申し上げました。前半部分のいわゆる
個別対応の必要経費については，破線で下線を
引いた部分に「直接に」という文言が入ってい
るのに対して，後半部分の一般対応の必要経費
については「直接」という文言はありません。
だから，直接関連性を要件とする，条文上の根
拠がないとされたわけです。
東京高裁のこの平成２４年判決が出され，上告

されたのですが，レジュメ１５ページの，上告受
理申立ての理由にあるように，ここでも国側は
直接関係性が要件であることを主張しています。
しかし，結局上告不受理になりましたので，最
高裁の判断は示されないまま，東京高裁の判断
で確定したことになっています。

３―２―３．検討
では，東京高裁の判断についてどういう評価

がされているかについて，少しみておきたいと

思います。学者の間では，批判的な評価ももち
ろんありますが，肯定的な評価が多いように思
います。
例えば，レジュメの１５ページの下に引用して

いる三木義一先生の論文では，「いくつかの裁
判例や実務が依拠してきたと思われる学説が
『事業との直接関連性』が必要なことについて，
何ら論拠を示していないために，本格的な論争
が行われたわけではないし，これまでの裁判例
では個々の必要経費性は争われたものの，必要
経費概念について本格的に議論されることはな
かった。」と述べられた上で，そういう議論が
ないまま，直接関係性が当然のごとく要件にな
っていたことに対して，東京高裁が条文上の根
拠がないことからそれを否定したということに
ついて，肯定的な評価をされています。
では，私の見解はどうかということですが，

私も東京高裁のような判断でよいと，肯定的に
評価しています。すなわち，業務との直接関係
性は要件として必要でないという立場に立って
います。私の立場について説明する前置きとし
て，皆様方に条文の読み方を申し上げるのも恐
縮ですが，なぜ直接関係性が要求されるのかと
いうことから入って，条文の読み方が違うので
はないかということを申し上げておきたいと思
います。
まず，レジュメ１６ページの私見の�i の１つ目

のポツから説明していきたいと思います。必要
経費の控除可能性に関する判断については，実
際上は，あるいは結論からみると，必要経費を
控除することと家事費を必要経費に算入しない
ことは，ほとんどの場合同じことだといえよう
かと思います。３７条の必要経費の要件から解釈
していくのか，家事費に当たるから必要経費に
算入しないというように家事費の方から解釈し
ていくのかは，どちらからでもほとんど同じこ
となのだと，実際上はいえようと思います。で
すが法解釈のレベルでいうと，やはり違うので
はないかと思います。
条文に則して考えてみます。先ほど挙げた，
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所得税法施行令９６条の規定をご覧ください。１２
ページの真ん中辺りに引用しておきました。こ
れは，ある意味面白い規定の仕方です。９６条の
柱書をみていただくと，「法第４５条第１項第１
号（必要経費とされない家事関連費）に規定す
る政令で定める経費は，次に掲げる経費以外の
経費とする。」と書いてあります。これによれ
ば，必要経費とされない家事関連費は，１
号，２号に掲げる経費以外の経費であるという
ことです。１６ページに戻ります。１号，２号は
家事費あるいは条文上の言葉でいえば「必要経
費とされない家事関連費」に算入されない要件
を定めているわけです。したがって，これは，
必要経費に算入されるための要件を定めている
規定ではありません。
税法には，こういう条文が他にもあります。

例えば，次のページに法人税法２２条３項と３４条
の役員給与の規定を掲げています。３４条１項の
柱書の規定も，同じような規定振りになってい
ます。１号から３号までに掲げる給与のいずれ
にも該当しないものの額は，損金に算入しない
となっています。１号から３号は，損金に算入
されない役員給与から除外される役員給与の要
件を定めたものであって，役員給与の損金算入
の要件を定めたものではないのです。では，損
金算入の要件はどこに定められているのかとい
えば，平成１８年度の改正では，役員給与も従業
員の給与と同じく勤務・職務遂行の対価という
ことで，２２条３項２号で，あるいは原価性のあ
る場合は１号で，損金性を判断することとされ
たのです。役員給与については，２２条３項で損
金に該当するかが判断されて，そのうち３４条１
項の１号から３号以外のものを損金に算入しな
いということにしたのです。３４条１項は損金不
算入の規定で，損金算入の要件を定める規定で
はないのです。このような規定振りの点で，所
得税法施行令９６条とよく似た規定だと思います。
役員給与の場合と同じように，交際費が必要

経費に該当するかどうかを判断する場合，３７条
から読んでいくことが必要です。３７条の要件に

当てはまる費用について，そこから除外される
ものかどうかを４５条や施行令９６条で検討する，
こういう順番で判断すべきだと思います。
ところが，そうではない判断をされる方もお

られます。レジュメの１６ページから１７ページに
かけて，佐藤孝一先生の判例評釈を引用してお
きました。１７ページに書いてあるように，佐藤
先生は，まずは，所得区分及び家事費との関係
において，業務との直接関係性について検討が
されると述べておられます。まず４５条や施行令
９６条から始めて業務との直接関係性が検討され
て，その次に３７条に行くという理解を示してお
られると思います。
しかし，必要経費に当たるかどうかをまず判

断した上でないと，それから除外するものが決
まらないはずなので，論理的にはこれは逆の読
み方ではないかと思っています。先ほど述べま
したように，家事費から始めても，必要経費の
３７条から始めても，実際上結論に大差はないの
ですが，そうであるとしても，法解釈の順番と
しては違うと思うわけです。特に，家事費から
始めることによって，直接関係性を導き出す解
釈論には，問題があると考えています。
次に，１７ページの下に行きます。なぜ直接関

係性が要件とされるのかを考えてみると，その
要件は「安全柵要件」ではないかと考えるに至
りました。例えば池に水がたくさんあって，子
供たちが落ちると危ないので安全柵を作ります。
家事費を池の水，必要経費を陸地に例えてお話
しすると，安全柵というものは，水際ギリギリ
には作りません。子供たちが水に落ちないよう
に，水際よりだいぶ陸地の方にセットバックし
た辺りに作るのが普通です。安全柵を乗り越え
ても，いきなり水に落ちないようにするのが，
安全柵を作る場合の考慮だと思います。
これと同じような考慮が直接関係性の要件に

ついても働いているのではないかと思います。
家事費との関係が少しでも疑われるものを，で
きるだけ必要経費に入れないようにしようとす
れば，家事費に関わりそうな部分から，だいぶ
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「セットバック」した辺りに必要経費と区分す
る要件を設定することが必要になってきます。
安全柵をだいぶ陸地にセットバックした所に作
るのと同じように，一般対応の必要経費につい
て直接関係性を要求して，家事費から必要経費
の方にだいぶ食い込んだ辺りに境界線を設ける
ことによって，家事費の要素が必要経費に入り
込んでこないようにする考慮が働いているので
はないかと思うのです。
しかし，所得税法は，一般対応の必要経費に

ついては「直接」という文言を使っていません。
そこに「直接」を追加的に要求することによっ
て，家事費の要素が必要経費に混入しないよう
にすること自体は重要ですが，必要経費の要素
まで排除してしまう所に境界線を引くのは，い
ってみれば，新たな法を創ること，一種の法創
造，厳密にいえば納税者に不利な法創造になっ
てしまうのではないかと思います。しかもそれ
によって必要経費の範囲が狭くなって，先に申
し上げた純所得課税が後退してしまうのは，所
得税の論理からすると問題です。この報告の最
後に申し上げたいと思いますが，これは純所得
課税の考え方からすると妥当ではないと考えま
す。
東京高裁のように直接関係性を要求しないよ

うな，一要件説に対して肯定的な評価が多いの
は，そのような純所得課税の考え方がベースに
あるものと思われます。もっとも，一要件説を
支持する論者の間では，一要件説の所得税法上
の根拠を３７条１項の前半と後半との規定振りの
違いに求める方が多いように思います。前半部
分の個別対応の必要経費については「直接」と
いう文言があるのに，後半の一般対応の必要経
費についてはその文言がない，一般対応の必要
経費について「直接」ということが書いてない
ことから，反対解釈として，直接性は一般対応
の必要経費には要求されていないとする考え方
が多いように思います。
一般対応の必要経費の枠内で，直接関係性が

必要かどうかを判断する場合にはそういう論法

もあり得ると思いますが，私自身は１８ページに
書いてあるように，個別対応の必要経費であれ，
一般対応の必要経費であれ，要件は１つで同じ
ものではないかと考えます。必要経費の一般的
な意味である，所得を得るために必要な支出と
いうところから考えを始めていけばよいのでは
ないかと考えています。
所得を得るための必要性は，それによって得

られる収入金額と費用との間に対応関係がある
ことを要求する，いわゆる費用収益対応の原則
から導き出されると思います。この，所得を得
るための必要性が，個別対応の必要経費にしろ，
一般対応の必要経費にしろ，一般的に共通して
要求される要件であると理解して，３７条１項の
規定を読めばよいと考えています。
１９ページに，法人税の損金と所得税の必要経
費の規定振りを対比した表を作っておきました。
確かに文言上の表現の違いはありますが，損金
と必要経費の定めの違いの根本的な理由はどこ
にあるのかを考えてみると，法人税法２２条４項
の，いわゆる企業会計準拠主義，すなわち，公
正処理基準に従って損金に該当する費用損失の
計算をすると定めていることとの関係で，法人
税法の損金の定めは会計上の概念だけを用いて
定められているのに対して，所得税法３７条には
法人税法２２条４項のような規定がないことから，
会計上の概念だけを前提にして必要経費の要件
を定めることができませんので，所得税法は，
会計で要求されるような要件を条文の中に書き
込む必要があります。それが直接必要性あるい
は業務関連性という形で書かれた要件だと思い
ます。そういう理解の下，私自身は，所得を得
るために必要な支出すなわち必要経費について
は，要件を統一して解釈できるのではないかと
考えています。
先ほど触れました昭和３８年の税調答申の中で，

費用収益対応の考え方が出発点に置かれていま
す。費用収益対応の考え方こそが，必要経費の
要件を決める場合に決定的な意味を持つものと
考えられます。そうすると，必要経費の要件は
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所得を得るための必要性ということで，必要か
つ十分であろうと考えます。
さらに考えを進めると，一般対応の必要経費

について，業務との直接関係性を要求すること
で必要経費の範囲を狭くすることによって，例
えば交際費が必要経費にならない場合が多くな
るのは，所得課税の基本にある考え方である純
所得課税の原則からすると問題ではないかと考
えています。税制の根本的な原理原則であると
ころの「担税力に応じた課税の原則」，これは
「応能負担原則」と呼ばれ，私自身は「担税力
原則」と呼んでいますが，この原則によって公
平な課税が担保されるわけですが，純所得課税
の原則は，担税力原則に基づく所得課税につい
てその基本原則として貫徹されるべきであろう
と思います。このように考えると，純所得課税
の原則を阻害するような，例えば業務との直接
関係性というような，法律が条文上要求してい
ない要件は追加的に要求すべきではないと考え
ます。
ちなみに，担税力原則は，最近最高裁の判例

の中でも採用されていると考えてよいと思いま
す。そのような判例として，レジュメの２０ペー
ジに引用した逆パターン養老保険事件の，最高
裁の平成２４年１月１３日判決を挙げることができ
ると思います。所得税法は所得を１０種類に分け
て，それぞれについて所得金額の計算方法を定
めています。「これらの計算方法は，個人の収
入のうちその者の担税力を増加させる利得に当
たる部分を所得とする趣旨に出たもの」であっ
て，所得を得るための必要な支出部分について
は「収入のうちこのような支出額に相当する部
分が上記個人の担税力を増加させるものではな
い」から，収入から控除されるべきだと判示し
ていますが，この判決は，担税力原則から純所
得課税の原則を導き出していると解されます。
この事件は一時所得に関するものなので，所

得税法３７条の必要経費について直接判断したも
のではありませんが，一時所得の場合の収入を
得るために支出した金額も，広い意味では必要

経費であり，所得を得るために必要な支出です。
そういう広い意味での必要経費を控除すること
は，担税力に応じた課税の原則，担税力原則か
ら導き出される考え方であると，この判決は考
えているものと思います。

３―３．給与所得者に対する交際費課税

最後に，給与所得に関する交際費課税につい
てお話ししたいと思います。給与所得について
は，昭和６２年度の税制改正までは給与所得控除
という形で必要経費の概算控除しか認められて
いなかったのですが，事業所得者との不平等な
取扱いに当たるのではないかということで争わ
れた事件があります。有名な大嶋訴訟です。
最高裁の昭和６０年３月２７日判決は，これは不

平等ではない，違憲ではないと判断しましたが，
その際，サラリーマンに必要経費はないとはせ
ず，給与所得者についても必要経費の存在は認
めています。ただ，サラリーマンの必要経費に
当たるものは使用者が負担するのがわが国では
通例であるとか，いろいろな理由を付けて，概
算控除にとどめてあるのは合理的だとして合憲
の判断を示しました。
ただ，この判決が出て，給与所得控除が維持

されたままだったかというと，そうではありま
せん。２１ページに引用した税調答申に従い，給
与所得者の不満を解消する観点から，昭和６２年
度の税制改正で，勤務に伴う費用の実額控除と
概算控除の選択制という形で特定支出控除が導
入されたことは，ご存じのことと思います。
６２年度の税制改正で設けられた特定支出控除
の制度では，選択制による実額控除は利用者が
ほとんどいませんでした。せいぜい２０人，３０人
程度のレベルであったと聞いています。そのこ
とに対して批判もあったので，平成２３年度の税
制改正では，特定支出の範囲が広げられました。
２２ページにその税制改正大綱を引用しておきま
したが，その中に，交際費も，勤務必要経費の
１つとして特定支出の中に入れられることが書
かれています。２３ページの上の方に記載した所
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得税法５７条の２第２項６号のロで交際費が認め
られ，他の勤務必要経費と合わせて６５万円まで
は特定支出として控除できることが定められて
います。
最後の２４ページに行きます。先ほどから申し

上げているように，交際費が特定支出に当たる
かどうかの判断が難しいので，「情報」という
形で国税庁のホームページに取扱いの具体例も
含めてQ&Aが出ています。
以上のような改正がなされたわけですが，そ

の効果はどうであったかというと，これは新聞
報道ですが，平成２５年度からこれが適用され，
平成２４年度には特定支出控除制度の利用者が６
人しかいなかったのが，１，６００人に増えて２６０倍
以上になったということです。特定支出の範囲
が今後広がっていけば，そういう利用者がもっ
と増えていくと思います。
その点は別として，今日の報告との関係でい

えば，特定支出の範囲を拡大したことの意味に
ついてですが，従来は１号から５号までで個別
的な費用を列挙していたわけです。レジュメ２１
ページに引用した昭和６１年の抜本答申の中でも，
特定支出については，明確さあるいは分かりや

すさを重視して，個別的に列挙する旨が述べら
れていますが，これに対して，平成２３年度改正
では勤務必要経費という形で，ある意味包括的
な費用が６号に規定されたわけです。そういう
意味では，特定支出控除の規定が，所得税法３７
条の，事業所得者の必要経費の場合と同じよう
な規定振りに変わってきたといってよいと思い
ます。特定支出の範囲が広がって，３７条の必要
経費に近づいていくことは，先ほどから申し上
げている純所得課税の原則の観点からみて，望
ましいことだと思います。
ただ，所得税においては３８年答申もいうよう

に，家事費との区分が重要な意味を持ちます。
消費支出は必要経費には入りません。消費支出
の部分をちゃんと切り分ける必要があります。
所得税法４５条の１項１号，施行令９６条の規定は，
事業所得者を念頭に置いたものであって，給与
所得者の特定支出には及びません。５７条の２第
２項６号は柱書で，「職務の遂行上直接必要な
もの」として「直接」という文言を入れること
によって，勤務必要経費について家事費排除を
明確にしたものと解されます。
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４ おわりに

以上，今日お話ししたことをまとめますと，
法人における交際費課税は冗費・濫費の思考で
事業経費性を否認し，所得税においては家事費
排除ということで必要経費性を否認することを
現行法は基本に置いているといってよいでしょ
うが，しかし，最近の改正や裁判例を個別にみ
ていくと，所得課税の基本原則である純所得課

税の原則を徹底する方向での立法論あるいは解
釈論が展開されてきているように見受けられま
す。そういう方向での立法論あるいは解釈論を
今後展開することは，所得課税において担税力
に応じた課税の原則を実現する上では，非常に
重要なことではないかと思っています。
非常に雑ぱくで，かつ，少し時間も延長して

恐縮ですが，以上で私の報告とさせていただき
ます。ご清聴ありがとうございました。
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